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第一部 企業情報 
 

第１ 企業の概況 
 

１．主要な経営指標等の推移 
(1)連結経営指標等      

回 次 第 ５０ 期 第 ５１ 期 第 ５２  期 第 ５３  期 第 ５４  期 

決 算 年 月 平成11年3月 平成12年3月 平成13年3月 平成14年3月 平成15年3月 

売 上 高 （百万円） － 153,873 151,442 138,224 143,057 

経 常 利 益 （百万円） － 3,241 2,309 2,711 1,672 

当 期 純 利 益 又 は  
当 期 純 損 失 (△ )  （百万円） － 1,257 △3,946 428 △618 

純 資 産 額 （百万円） － 30,580 27,272 26,765 25,697 

総 資 産 額 （百万円） － 141,008 134,330 130,269 125,426 

１株当たり純資産額     （円） － 455.26 406.02 398.53 395.03 

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)     （円） － 18.71 △58.75 6.38 △9.24 

潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり当期純利益   （円） － 18.15 － － － 

自 己 資 本 比 率    （％） － 21.7 20.3 20.5 20.5 

自 己 資 本 利 益 率   （％） － 4.1 △14.5 1.6 △2.4 

株 価 収 益 率    （倍） － 9.3 △2.5 21.6 △13.4 

営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー （百万円） － 4,491 △792 △723 △4,618 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー （百万円） － △380 △674 △184 2,228 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー （百万円） － △378 △3,467 △3,021 △2,884 

現金及び現金同等物の期末残高 （百万円） － 25,902 21,010 17,444 12,122 

従 業 員 数   （人） － 1,568 1,501 1,625 1,600 

（注）1.連結範囲の見直しにより第51期から連結財務諸表を作成しているため第50期以前の記載は行っていない。 

   2.売上高には、消費税等は含まれていない。 

3. 第52期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、1株当たり当期純損失が計上されているため記載

していない。第53期以降の潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載

していない。 

   4.第54期から、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益の算定に当たっては、「1株当たり当期純利益に関

する会計基準」（企業会計基準2号）及び「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第4号）を適用している。 
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(2)提出会社の経営指標等      

回 次 第 ５０ 期 第 ５１  期 第 ５２  期 第 ５３  期 第 ５４  期 

決 算 年 月 平成11年3月 平成12年3月 平成13年3月 平成14年3月 平成15年3月 

売 上 高 （百万円） 158,756 153,236 150,584 131,905 135,415 

経 常 利 益 （百万円） 3,866 3,196 2,140 2,706 1,556 

当 期 純 利 益 又 は   
当 期 純 損 失 (△ )  （百万円） 1,203 1,230 △4,044 452 △626 

資 本 金 （百万円） 5,100 5,100 5,100 5,100 5,100 

発 行 済 株 式 総 数  （千株） 67,170 67,170 67,170 67,170 67,170 

純 資 産 額 （百万円） 28,217 30,400 26,989 25,924 24,847 

総 資 産 額 （百万円） 137,548 138,961 130,330 125,844 121,691 

１株当たり純資産額   （円） 420.09 452.58 401.81 386.01 381.97 

１株当たり配当額  
(うち １株当たり 中間配当額)   （円） 6.00 

      （ - ） 
6.00 

      （ - ） 
6.00 

      （ - ） 
6.00 

      （ - ） 
6.00 

      （ - ） 
１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)   （円） 17.92 18.32 △60.22 6.73 △9.35 

潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり当期純利益   （円） 17.08 17.78 － － － 

自 己 資 本 比 率    （％） 20.5 21.9 20.7 20.6 20.4 

自 己 資 本 利 益 率   （％） 4.3 4.2 △15.0 1.7 △2.5 

株 価 収 益 率    （倍） 12.5 9.5 △2.5 20.5 △13.3 

配 当 性 向   （％） 33.5 32.7 － 89.1 － 

従 業 員 数   （人）       1,588 1,562 1,493 1,420 1,398 

（注）1.売上高には、消費税等は含まれていない。 

2.第52期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、1株当たり当期純損失が計上されているため記載

していない。第53期以降の潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載

していない。  

 3.第53期から自己株式を資本に対する控除項目としており、また1株当たりの各数値（配当額は除く）の計算に

ついては発行済株式数から自己株式数を控除して算出している。 

   4.第54期から、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益の算定に当たっては、「1株当たり当期純利益に関

する会計基準」（企業会計基準2号）及び「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第4号）を適用している。 
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２．沿革 
昭和２４年 ３月   旧満州国の大豊満ダムの建設に参画した技術陣を中心とし、その他満州、台湾及び朝鮮等の      

          外地で活躍した土木、建築技術者を糾合し、資本金500万円をもって大豊建設株式会社を設立。

爾後、建設業者として広く、土木・建築の業務に従事している。 

  昭和２４年 ９月   建設業法制定による建設業者登録。 

昭和２７年 ３月   大豊式潜函工法の特許登録。 

昭和３１年 ８月  大豊塗装工業株式会社（子会社）を設立。 

  昭和３７年 ２月   東京証券取引所市場第二部へ当社株式を上場した。 

  昭和３８年 ７月   大阪支店設置、以後業容の拡大に伴い全国に亘る営業の基盤を固めるため、昭和３９年４月   

                      仙台支店、名古屋支店、昭和３９年１０月新潟支店、昭和４２年６月札幌支店、広島支店、  

            昭和４４年８月横浜支店、昭和４５年１２月福岡支店を設置した。 

 昭和４４年 ９月  大豊不動産株式会社（子会社）を設立。 

昭和４６年 １月    ドルフィンドック工法の特許登録。 

  昭和４７年 ８月    当社株式が東京証券取引所市場第一部へ指定された。 

  昭和４７年 ８月    東京都中央区新川一丁目の地下１階地上８階の新社屋に移転した。 

  昭和４７年１２月    宅地建物取引業者免許を取得、免許証番号東京都知事（１）第２３３１０号。 

  昭和４８年１２月    建設業法改正に伴い特定建設業許可を受けた。 

            許可番号建設大臣許可（特－４８）第２５２０号。 

  昭和５６年 ６月    東京支店設置。 

昭和５９年 ４月    新潟支店を北陸支店に改称。 

昭和５９年 ６月  タイ大豊株式会社（子会社）を設立。 

昭和５９年１１月    泥土加圧式シールド工法の特許登録。 

昭和６２年 １月    二連式シールド工法の特許登録。 

昭和６２年１１月  大豊ビルサービス株式会社（子会社）を設立。 

昭和６３年 ４月  進和機工株式会社（子会社）を設立。 

昭和６３年 ９月  タイ大豊商事株式会社（子会社の子会社）を設立。 

  平成  ３年  ４月    札幌支店、仙台支店及び福岡支店を夫々北海道支店、東北支店及び九州支店に改称。 

  平成  ３年１２月    偏心多軸シールド工法の特許登録。 

  平成  ５年 １月    ニューマチックケーソン無人化システム工法の特許登録。 

平成  ７年  ６月    神戸支店設置。 

平成 ８年 ２月  マダガスカル大豊株式会社（子会社）を設立。 

  平成１１年 ３月   ＩＳＯ９００１を全支店認証取得。 

            創立５０周年を迎えた。 

 平成１２年１０月  四国支店、台湾総合事務所設置。 

 平成１３年 ３月  ＩＳＯ１４００１を本支店一括認証取得。 
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３．事業の内容 

       当社グループ（当社及び子会社）は、当社（大豊建設株式会社）及び子会社１０社（内３社は間接所有

によるものである）で構成され、建設事業を主たる業務としている。 

当社グループの事業に係わる位置付けは次のとおりである。 

 なお、次の２部門について当社は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別に

よって記載している。 

 

（建 設 事 業      ） 当社は総合建設業を営んでおり、子会社であるタイ大豊㈱（タイ国）、マダガスカル

大豊㈱（マダガスカル国）が建設工事の施工及び子会社である大豊塗装工業㈱が塗装工

事の施工を、大豊ビルサービス㈱が建築工事等を行っている。 

 

（その他の事業） 子会社である大豊不動産㈱が不動産事業を、進和機工㈱が建設資材リース業等を営ん

でいる。 

又、当社も一部不動産事業を行っている。 

 
    事業の系統図は次のとおりであります。 

 

 

               発      注     者 （得意先） 
                                                             

マダガスカル 

共  和  国 
タ イ 国 

     

建                               建      建 

設                              設      設 

請                             請      請 

負                              負      負 

建設事業 建設事業 

当      社 

建  設  事  業 その他の事業 

 

（子会社） 

ﾏﾀﾞｶﾞｽｶﾙ大豊㈱ 

 

 (子会社) 

タイ大豊㈱ 

         塗             建               建      建    事    不                      建 

         装             設                設      設   務    動                        設 

         工             請               資      請    所    産                        材 

         事             負               材      負   等    販                        料 

         請                                リ         賃    売                       の 

         負                                ｜         貸                            販 

                                             ス                                  売 

建設事業 建設事業 その他の事業  その他の事業  その他の事業 

（子会社） 

大豊塗装工業㈱ 

 

（子会社） 

大豊ﾋﾞﾙｻｰﾋﾞｽ㈱ 

 （子会社） 

進和機工㈱ 
 

（子会社） 

大豊不動産㈱ 

 
（子会社の子会社） 

タイ大豊商事㈱ 

 

  その他の事業   

（子会社） 

黒岩石材工業㈱ 

他２社 

  

  

（注）  連結子会社 
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４．関係会社の状況 

名    称 住  所 資 本 金 事業の内容  議決権の
所有割合 関 係 内 容 摘  要 

（連結子会社）   百万円 ％ 

大豊ビルサービス㈱ 

東 京 都 
 

中 央 区 

 
２０ 建 設 事 業        

１００ 
当社から工事の発注を
している。  

大 豊 塗 装 工 業 ㈱          
東 京 都 

 
台 東 区 

９６ 建 設 事 業       
（塗装工事業） 

 ７３ 
  （４８） 

当社から工事の発注を
している。 (注) 

大 豊 不 動 産 ㈱          
東 京 都 

 
中 央 区 

 
１０ 

その他の事業 
（不動産事業） １００ 

当社への事務所及び厚
生施設の賃貸、工事の
発注及び当社から土地
の賃借をしている。 

 

進 和 機 工 ㈱          
東 京 都 

 
中 央 区 

５０ その他の事業 
（ 建 設 資 材 リ ー ス 事 業 ） １００ 

当社への建設資材の賃
貸及び販売をしてい
る。 

 

そ の 他 ３ 社          － － － － －  

（注）議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数を記載している。 

 

５．従業員の状況 

(1)連結会社の状況 平成15年3月31日現在

事 業 の 内 容         従 業 員 数 (人) 

建  設  事  業 1,449 

そ の 他 の 事 業           151 

合        計 1,600 

 
 
 

 

（注）1.従業員数は就業人員である。 

   2.提出会社のその他の事業の従業員数は建設事業に含まれている。 

 

(2)提出会社の状況 平成15年3月31日現在

  従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

 1,398 42.4 16.8 6,027,155 

 （注）1.従業員数は就業人員である。 

        2.年間平均給与は、諸手当及び賞与を含んでいる。 

 

(3)労働組合の状況 

      大豊建設労働組合と称し、昭和４４年１２月２１日に結成され、平成１５年３月末日現在の組合員数は893名

である。本組合は建設業職員組合の協議会組織である「日本建設産業職員労働組合協議会」に加盟しているが、

労使関係においても結成以来円満に推移しており特記すべき事項はない。
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第２ 事業の状況 
 

１．業績等の概要 
(1)業績 

    当連結会計年度におけるわが国経済は、不安定な海外情勢の中、失業率の上昇と賃金の低下等による個人消費

の低迷、株価の大幅な下落やデフレの浸透など依然として景気は停滞したまま推移した。 

建設業界においては、公共事業費削減の影響が大きく、住宅建設及び設備投資も伸びが見られず、建設投資は

１６年ぶりに６０兆円を割り込み、ますます厳しい受注環境となった。 

     このような情勢下において、受注の拡大を目指し、当社の企業グループを挙げて積極的な営業活動を行った結

果、当連結会計年度の業績は、受注高においては126,757百万円（前年同期比 0.2％減）、売上高においては143,057

百万円（前年同期比 3.5％増）となった。利益面においては、原価の低減と経費の節減を推し進めたが、経常利

益1,672百万円（前年同期比 38.3％減）、当期純損失618百万円（前年同期比－％）という結果となった。 

   また、提出会社の業績は、受注工事高においては土木工事で 65,877 百万円（前年同期比 15.9％減）、建築工

事で 58,820 百万円（前年同期比 27.3％増）、合計 124,697 百万円（前年同期比 0.1％増）となった。官民別比

率は、官公庁工事 54.2％、民間工事 45.8％となった。また、完成工事高においては、土木工事で 84,473 百万円

（前年同期比 3.1％減）、建築工事で 50,941 百万円（前年同期比 13.8％増）、合計 135,415 百万円（前年同期

比 2.7％増）となった。 官民別比率は、官公庁工事 50.7％、民間工事 49.3％であった。利益面においては、経

常利益で 1,556 百万円（前年同期比 42.5％減）、当期純損失で 626 百万円（前年同期比－％）という結果となっ

た。 

また、海外工事については、主に台湾・東南アジア地域において完成工事高16,413百万円であった。 
 
(2)キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度のキャッシュ・フローについては、営業活動により4,618百万円減少し、投資活動により2,228

百万円増加し、財務活動により2,884百万円減少し、この結果、現金及び現金同等物は、5,321百万円の減少とな

り、当連結会計年度末残高は12,122百万円（前年同期比 30.5％減）となった。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。 
 
   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は、純額で4,618百万円（前年同期は723百万円の使用）となった。これは主に、

仕入債務の増加5,792百万円、たな卸資産の減少1,838百万円等による資金の増加があったが、未成工事受入金

の減少3,424百万円等による資金の減少によるものである。 
 
     （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果獲得した資金は、純額で2,228百万円（前年同期は184百万円の使用）となった。これは主に、

短期貸付金の回収による収入3,214百万円、長期貸付金による支出2,405百万円等によるものである。 
 
     （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、純額で2,884百万円（前年同期は3,021百万円の使用）となった。これは主

に、短期借入金の減少2,150百万円等によるものである。 
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２．生産、受注及び売上の状況 
(1)受注実績                                      （単位：百万円） 

 
区 分       

 

前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

土 木 事 業         78,389 66,419 建設 
 

事業 建 築 事 業         48,638 60,337 

合 計           127,027 126,757 

 

(2)売上実績                                      （単位：百万円） 

 
区 分       

 

前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

土 木 事 業         87,219 84,408 

建 築 事 業         44,249 51,294 

建
設
事
業 計 131,469 135,703 

そ の 他 の 事 業           6,755 7,354 

合 計           138,224 143,057 

（注）1.上記の金額には消費税は含まれていない。 

   2.当連結企業集団では建設事業以外は受注生産は行っていない。 

   3.当連結企業集団では生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は記載していない。 

 

（注）なお、参考のため提出会社単独の事業の状況は次の通りである。 

 建設業における受注工事高及び施工高の状況 

 ①受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高                                   （単位：百万円） 

期 末 繰 越 工 事 高               項目 

期別 
工事別 

期首繰越 

工 事 高 

期中受注 

工 事 高 
計 

期中完成 

工 事 高 手持工事高 うち施工高 

期  中 

施 工 高 

      ％   

第53期 土 木 144,312 78,350 222,662 87,138 135,523 17.7 23,924 82,994 

建 築 65,116 46,202 111,318 44,766 66,551 16.9 11,243 46,691 

至 

平
成
１４
年
３
月
３１
日 

 
自 
平
成
１３
年
４
月
１
日 計 209,428 124,552 333,981 131,905 202,075 17.4 35,167 129,686 

第54期 土 木 135,523 65,877 201,401 84,473 116,927 17.4 20,350 80,899 

建 築 66,551 58,820 125,371 50,941 74,430 15.2 11,306 51,005 

至 

平
成
１５
年
３
月
３１
日 

 

自 

平
成
１４
年
４
月
１
日 計 202,075 124,697 326,773 135,415 191,357 16.5 31,656 131,904 

（注）1.前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその増減額 

    を含む。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。 

      2.期末繰越工事高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものである。 

      3.期中施工高は（期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高）に一致する。 

   4.提出会社のその他の事業（不動産事業）は建築に含めて記載している。 
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5.期中受注工事高のうち海外工事の割合は、第53期 9.7％、第54期 8.4 ％で、そのうち請負金額10億円以上の

主なものは、次のとおりである。 

     第53期  台北地下鉄新荘線 ＣＫ５７０Ｄ工区（中華民国） 

      第54期  新竹駅舎Ｓ２２０新築工事     （中華民国） 

          台北地下鉄新荘線 ＣＫ５７０Ａ工区（中華民国） 

②受注工事高の受注方法別比率 

  工事の受注方法は、特命と競争に大別される。 

期   別 区  分 特 命（％） 競 争（％） 計（％） 

土 木 工 事              29.8        70.2     100 
第53期 

自 平成13年4月 1日 

至 平成14年3月31日 建 築 工 事              73.0        27.0     100 

土 木 工 事              29.2        70.8     100 
第54期 

自 平成14年4月 1日 

至 平成15年3月31日 建 築 工 事              67.2        32.8     100 

 （注）百分比は請負金額比である。 

 

③完成工事高                                       （単位：百万円） 

国  内 海  外 計 

(A)/(B) 
期   別 区  分 

官公庁 民 間 (A) 
（％） 

(B) 

土 木 工 事 64,487 11,267 11,384 13.1 87,138 

建 築 工 事 2,012 42,749 5 0.0 44,766 第53期 
自 平成13年4月 1日 

至 平成14年3月31日 
計 66,499 54,016 11,389 8.6 131,905 

土 木 工 事 61,528 7,013 15,931 18.9 84,473 

建 築 工 事 6,201 44,257 481 0.9 50,941 第54期 
自 平成14年4月 1日 

至 平成15年3月31日 
計 67,730 51,271 16,413 12.1 135,415 

 （注）1. 海外工事の地域別割合は、次のとおりである。 

地   域 前事業年度（％） 当事業年度（％） 

東南アジア        100.0 99.7 

そ の 他          0.0 0.3 

計        100.0 100.0 

 

2. 完成工事のうち主なものは次のとおりである。 

     第53期 請負金額１０億円以上の主なもの 

                 日 本 道 路 公 団                 山形自動車道盃山トンネル工事 

         国 土 交 通 省               京都南道路久御山高架橋中道下部その他工事 

         中 部 電 力 ㈱               佐久幹線新設１期工事（第５工区） 

         ㈱ リ ク ル ー ト コ ス モ ス               （仮称）武蔵小杉８計画新築工事 

         医 療 法 人  聖 峰 会               医療法人 聖峰会 田主丸中央病院 南病棟・管理棟増築工事等 

     第54期 請負金額１０億円以上の主なもの 

                 関 西 電 力 ㈱  金居原子力発電所新設工事のうち金居原工事用道路工事 

         日 本 鉄 道 建 設 公 団  九幹鹿、宇都野Ｔ外他１ 

         国 土 交 通 省               平成１１年度東海環状第１岩屋橋岩屋地区下部工工事 

         ホ ン ダ 開 発 ㈱               （仮称）新狭山駅前共同住宅新築工事 

         ｾｷｽｲﾊｲﾑ東海㈱・ﾌｼﾞ都市開発㈱   （仮称）上西町マンション新築工事（第１期） 
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 3. 完成工事高総額に対する割合が100分10以上の相手先別の完成工事高およびその割合は、次のとおりである。 

    第53期 該当なし。 

    第54期 台湾高速鉄路(股)公司   14,845百万円  11.0％ 

④手持工事高（平成１５年３月３１日現在）                                              （単位：百万円）                      

国    内 海   外 計 

(A)/(B) 区   分 
 官公庁 民 間 (A) 

（％） 
(B) 

土 木 工 事         78,122 14,117 24,687 21.1 116,927 

建 築 工 事         11,921 57,874 4,634 6.2 74,430 

計 90,043 71,992 29,322 15.3 191,357 

（注）手持工事のうち請負金額１０億円以上の主なものは、次のとおりである。 

北 海 道 開 発 局 

 

利別川(二期)農業水利事業中里注水工 

第2工区建設工事 

平成１８年 ２月完成予定 

㈱ リ ク ル ー ト コ ス モ ス (仮称) コスモひばりケ丘(Ａ棟)計画 平成１６年 ７月完成予定 

東京二十三区清掃一部事務組合 大井清掃工場プラント更新工事 平成１８年 ３月完成予定 

農 林 水 産 省 

 

大井川用水(一期)農業水利事業小笠幹線 

水路大井川水路橋建設工事 

平成１９年 ３月完成予定 

 

山 口 県 真締川ダム建設工事 平成１９年 ３月完成予定 

      

３．対処すべき課題 

今後の見通しといたしましては、米国を中心とする欧米の景気停滞感が強まっており、国内経済はデフレから

の脱却や金融システムの不安解消に出口が見つからず、個人消費や設備投資の低迷が続くことで、景気回復はま

だ先のことと思われる。 

建設業界におきましては、引き続き建設投資は減少傾向を辿ると見込まれ、企業体質の合理化を図りつつも受

注競争の激化はより一層厳しくなると思われる。 

このような現状を踏まえ、当社グループにおいては、営業目標を達成すべく技術提案等による得意分野への積

極的な取り組み、原価管理・品質管理・安全管理等施工体制を強化することにより収益確保を図り、社業の維持・

発展に取り組む所存である。 

具体的な取り組みは次の通りである。 

①独自技術を活用した得意分野への積極的な取り組みを進め、受注の拡大を図る。 

②環境整備、省力化、リニューアル事業を推進し、受注の多様化を図る。 

③財務体質の一段の強化を進める。 

④原価管理、品質管理、安全管理等施工体制を強化し、収益確保を図る。 

⑤自社技術力の研究開発を更に進める。 

⑥全社的なマネジメントシステムを構築し、企業体質の改善強化を図る。 
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４．経営上の重要な契約等 
   特記事項なし。 

 

５．研究開発活動 

     研究開発については、社会情勢に対応して積極的に実施し、受注領域の拡大を目指している。建設費の低減を

図ると共に安全性の向上のため、地下空間の有効利用や港湾構造物を建設する工法等に取り組んでおり、また、

高層住宅ビルの品質・施工技術開発を行っている。更に学際、業際分野において共同開発を強化している。 

   当連結会計年度における研究開発費は約121百万円であった。また、主な研究開発成果は次のとおりである。 

 
   主な研究開発 

 （建設事業） 

    １．Ｎｅｗ ＤＲＥＡＭ工法の開発 

大豊式二重スラブケーソンと多機能型ケーソンの掘削機（ＤＲＥＡＭⅡ）、掘削機トラベリングシステム、

マン用エレベーターなどを組み合わせた新大豊式ニューマチックケーソン工法（Ｎｅｗ ＤＲＥＡＭ工法を

開発した。トラベリングシステムは、１００ｍの深度を想定して耐久性試験を実施し、性能を確認している。

この工法の開発により掘削、メンテナンス及び回収作業など、ほとんどの作業が大気圧下での作業になり、

ニューマチックケーソンのほぼ１００％の無人化施工が可能になった 

２．ジャッキ駆動偏心多軸シールド工法の開発 

偏心多軸シールドのカッター駆動としてモータ、ギアの代わりに油圧ジャッキを用いた駆動方式を開発し

た。この方式の採用により、シールド機長の短縮による立抗寸法の縮小と駆動電力量の縮減が可能になり、

シールド工事のコストダウンが可能になった。（財）下水道新技術推進機構と共同研究を実施し、東京都の

下水道工事においてφ３．２８ｍジャッキ駆動偏心多軸シールド工法が採用され、順調に掘進している。 

３．場所打ち鉄骨コンクリート覆工工法の開発 

三車線道路断面などの大断面シールドトンネルに適用できる、場所打ち鉄骨コンクリート覆工工法を川崎

製鉄㈱と共同で開発した。鋼板及び型鋼からなる鋼枠とその内側に型枠を組立て、鋼枠内に場所打ちコンク

リートを打設して合成構造にしたもので、コンクリート打設実験、曲げ及びせん断試験を行い、土木学会で、

成果を発表した。 

 ４．トンネル用耐火材の開発 

道路トンネルなどの覆工体を火災から防護する吹き付けタイプの耐火材（ＤＥＦＩＭＡ１２００）をオラ

ンダから技術導入し、材料の基本性能や施工性を確認すると共に独立行政法人建築研究所の耐火炉において

１,２００℃、１時間の耐火性能を確認した。従来のパネルタイプの耐火材に比べ、施工性やコスト面で有利

性があり、土木学会で成果を発表した。                                                                        

  ５．泥水式ＤＰＬＥＸシールド工法の開発 

シールド工事の大深度・長距離・高速掘進に対応するために、泥水式ＤＰＬＥＸシールド工法の開発実験

を行っている。矩形ＤＰＬＥＸ実験機を用い、人工地盤を掘進する実験を行い、基本的な掘進性能を確認し

ている。 

  ６．高層住宅ビルの施工技術の開発 

高層住宅ビルの需要が高まっており、このような高層ビルの建築に必要とされる高強度コンクリートの品

質・施工技術の開発に取り組み、品質・施工技術の確立を図っている。 

 ７．無機系パネル打ち込み外断熱工法の開発 

外断熱工法の有効性が明らかになっているが、これまではコスト・工期に課題があった。これを解決する

ために、無機系の新しい断熱パネルを用いた工法の開発に取り組んでおり、モックアップ試験モデル試験に

より基本性能、施工性などを確認し、集合住宅への適用を図っている。今後は温熱環境試験などを継続して

行い全国への展開を進めていく予定である。 

 

（その他の事業） 

  研究開発活動は特段行っていない。 
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第３ 設備の状況 
 

１．設備投資等の概要 
（建設事業） 

当連結会計年度においては、土地、建物及び新規受注工事に伴う工事用機械の取得及び更新を中心に設備投資を

行い、その総額は約2億2千万円であった。 

（その他の事業） 

当連結会計年度においては、建物等に約1千万円の設備投資を行った。 

  

２．主要な設備の状況 
(1)提出会社       

帳 簿 価 額 （ 百 万 円 ）             

土 地      
事 業 所 名       
(所 在 地)       建 物 

構築物 

機械運搬具 
工 具 器 具      
備 品      面積(㎡) 金 額    

合 計    

従業員数 
(人) 摘 要 

本  社       
（東京都中央区） 726 512 

  (5,007) 

303,877 
2,032 3,271 135 (注)2 

北海道支店       
（札幌市中央区） 7 2 

(2,650) 

6,555 
75 85 41 (注)2 

東 北 支 店       
（仙台市青葉区） 12 265 12,124 208 487  92  

北 陸 支 店       
（新潟県新潟市） 157 486 14,169 450 1,094 94  

東 京 支 店       
（東京都中央区） 282 73 

(1,270) 

27,882 
408 764  373 (注)2 

名古屋支店       
（名古屋市中村区） 189 91 

(1,803) 

26,690 
386 666 179 (注)2 

大 阪 支 店       
（大阪市北区） 490 54 

(2,022) 

33,566 
1,427 1,971 266 (注)2 

広 島 支 店       
（広島市中区） 19 120 

(1,264) 

6,973 
246 386 71 (注)2 

九 州 支 店       
（福岡市博多区） 160 5 20,005 459 625 93  

海    外 
（中華民国台北市他） 12 240 － － 252 54  

計 2,059 1,851 
(14,018) 

451,844 
5,694 9,605 1,398 (注)2 
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(2)国内子会社 

帳 簿 価 額 ( 百 万 円 )             

土  地 会 社 名 
事業所名 

 
（所在地） 

事業の内容 建 物 
 

構 築 物 

機械運搬具 
工 具 器 具 
備 品 面積(㎡) 金 額 

合 計 
従業員数 
(人) 摘要 

大豊塗装工業㈱       
本 社 他 

(東京都台東区) 
建 設 事 業 
(塗装工事業) 21 2 

( 60 ) 
56 4 27 34 (注)2 

本 社 
(東京都中央区) 

その 他の 事業 
(不動 産事業) － 0 

( 49 ) 
－ － 0 6 (注)2 

関東地区 その 他の 事業 
(不動産事業) 650 0 270 67 719 － (注)3 

関西地区 その 他の 事業 
(不動産事業) 158 0 128 33 192 － (注)3 

九州地区 その 他の 事業 
(不動産事業) 588 1 － － 590 － (注)3 

大豊不動産㈱ 

計  1,398 3 
( 49 ) 
399 100 1,502 6 (注)2 

進和機工㈱       
本 社 他 

(東京都中央区) 

その 他の 事業 
( 建 設 資 材
リ ー ス 事 業 ) － 37 － － 37 23  

（注）1.投下資本の金額は、有形固定資産の帳簿価額で建設仮勘定は含まない。 

      2.提出会社及び国内子会社の土地欄中（ ）内は、賃借中のもので外書きで示している。 

   3.大豊不動産㈱の建物・土地は提出会社への賃貸用建物695百万円及び一般への賃貸用建物702百万円・土地      

100百万円である。 

    4.提出会社の土地建物のうち連結子会社以外に賃貸中の主なもの 

 土 地 （㎡） 建 物 （㎡） 

本 社               515        10,278 

     5.リース契約による賃借設備のうち主なもの                      （単位：百万円） 

会社名 事業所名 事業の内容 設備の内容 台数 ﾘｰｽ期間 年間ﾘｰｽ料 備考 

大豊建設㈱ 本社他 建設事業 ＰＣサーバー他 1式他 4年間他 30  

     

３．設備の新設及び除却等の計画 

（建設事業） 

 当連結会計年度末における設備の新設及び除却等の計画は、通常の機械・設備等の更新、除却である。 

 

（その他の事業） 

   設備の新設及び除却等の計画はない。 
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第４ 提出会社の状況 
１．株式等の状況 

(1)株式の総数等   

 ①株式の総数   

種          類 会社が発行する株式の総数(株) 

普 通 株 式          160,000,000 

計 160,000,000  

（注）「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めている。 

 

②発行済株式 

種    類 事業年度末現在発行数(株)
(平成15年3月31日) 

提出日現在発行数(株) 
(平成15年6月26日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 内 容 

普 通 株 式 67,170,143 67,170,143 東京証券取引所 
市場第一部 

権利内容に何ら
限定のない当社に
おける標準となる
株式 

計 67,170,143 67,170,143 － － 

 

(2)新株予約権等の状況  

   該当事項なし。 

 

(3)発行済株式総数、資本金等の推移  

発行済株式総数 資 本 金 資 本 準 備 金 
 年 月 日 

増減数(千株) 残高(千株) 増減額(百万円) 残高(百 万 円) 増減額(百万円) 残高(百 万 円) 
摘 要 

平成8年4月1日 
～ 3 67,170 1 5,100 1 3,610 

平成9年3月31日       

転換社債の株式転換による増加               
     平成8年4月 1日～ 
     平成9年3月31日 

 

(4)所有者別状況    
平成15年3月31日現在

株式の状況（１単元の株式数 1,000株） 

区  分 政府及び地
方公共団体 金 融 機 関 証 券 会 社 そ の 他 の 

法 人 
外国法人等 
(うち個人) 

個 人 
そ の 他 計 

単 元 未 満 
株式の状況 

(株) 

株 主 数 
(人) － 49 21 93 28 

(  2) 7,439 7,630  

所有株式数 
(単元) － 24,287 223 4,946 531 

(  4) 35,867 65,854 1,316,143 

 割 合 
(％) － 36.88 0.34 7.51 0.81 

(0.01) 54.46 100  

（注）1.自己株式2,120,410株は、「個人その他」に2,120単元、「単元未満株式の状況」に410株含めて記載している。          

なお、自己株式2,120,410株は、株主名簿上の株式数であり、期末日現在の実保有株式数は2,119,410株である。 

2.「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ12単元

及び100株含まれている。 
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(5)大株主の状況  平成15年3月31日現在

氏 名 又 は 名 称 住 所 所有株式数(千株) 発行済株式総数に対する 
所有株式数 の割合 (％) 

あ い お い 損 害 保 険 ㈱              東京都渋谷区恵比寿１丁目２８－１ 3,303 4.92 

㈱ 三 井 住 友 銀 行              東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 3,038 4.52 

㈱ Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行              愛知県名古屋市中区錦３丁目２１－２４ 2,596 3.87 

大豊建設自社株投資会              東京都中央区新川１丁目２４－４ 2,518 3.75 

大 豊 建 設 ㈱              東京都中央区新川１丁目２４－４ 2,120 3.16 

第 一 生 命 保 険 ( 相 )              東京都千代田区有楽町１丁目１３－１ 2,055 3.06 

三井住友海上火災保険㈱              東京都中央区新川２丁目２７－２ 1,548 2.31 

UFJ信託銀行㈱(信託勘定A口)   東京都千代田区丸の内１丁目４－３ 1,383 2.06 

㈱ あ お ぞ ら 銀 行               東京都千代田区九段南１丁目３－１ 1,240 1.85 

㈱ 東 京 三 菱 銀 行              東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 1,178 1.75 

計  20,983 31.24 

 
(6)議決権の状況   

 ①発行済株式   平成15年3月31日現在

区    分 株 式 数 (株) 議決権の数 (個) 内  容 

 無議決権株式  － － － 

 議決権制限株式(自己株式等)  － － － 

 議決権制限株式(その他)  － － － 

 完全議決権株式(自己株式等)  普通株式    2,119,000 － 権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式 

 完全議決権株式(その他)  普通株式  63,735,000 63,735 同 上 

 単元未満株式  普通株式   1,316,143 － 同 上 

 発行済株式総数       67,170,143 － － 

 総株主の議決権  － 63,735 － 

（注）「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、 それぞれ

12,000株(議決権の数12個)及び100株含まれている。 

       

 ②自己株式等  平成15年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称 所有者の住所 自己名義所有

株式数 (株) 
他人名義所有
株式数 (株) 

所有株式数の 
合計  (株) 

発行済株式総数に
対する所有株式  
数の割合(％) 

 

大豊建設株式会社 
東京都中央区新川  
   一丁目24番4号 

  2,119,000  － 2,119,000 3.15  

計  －   2,119,000  －   2,119,000 3.15 

（注）上記のほか株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権の数1個)あ
る。 

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含めている。 
 

(7）ストックオプション制度の内容 

   該当事項なし。 
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２．自己株式の取得等の状況 
（１）［定時総会決議による自己株式の買受け等、子会社からの自己株式の買受け等又は再評価差額金による消却の

ための自己株式の買受け等の状況］ 

 ① 前決議期間における自己株式の取得等の状況 

    株式の種類  普通株式 

 
   イ 定時総会決議による買受けの状況 

                                          平成15年6月26日現在 

区    分 株 式 数 (株) 価額の総額 (円) 

定時株主総会での決議状況 
（平成１４年 ６月２７日決議） 

6,000,000  1,000,000,000 

前決議期間における取得自己株式 2,013,000      279,807,000 

残存授権株式等の総数及び価額の総額 3,987,000   720,193,000 

未行使割合 (％) 66.5 72.0 

（注）前定時総会決議により決議された株式の総数を前定時株主総会の終結した日現在の発行済株式の総数で除
して計算した割合は8.9%である。 

資本政策に機動的に対応しうる手段として、前定時株主総会において自己株式の取得枠を設定したが、危
急を要する特段の事由も発生せず、慎重に資金繰りと株価の推移を見極めた結果、未行使割合が50%以上と
なった。 

 
ロ 子会社からの買受けの状況 

     該当事項なし。 
 

   ハ 再評価差額金による消却のための買受けの状況 

     該当事項なし。 

 

   ニ 取得自己株式の処理状況 

     該当事項なし。 

 

   ホ 自己株式の保有状況 

                                                                                  平成15年6月26日現在 

区    分 株 式 数 (株) 

保有自己株式数      2,013,000 

再評価差額金による消却のための所有自己株式数             － 

 

② 当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況                               平成15年6月26日決議 

区     分 株 式 の 種 類 株 式 数 (株) 価格の総額 (円) 摘  要 

自 己 株 式 取 得 に係 る決 議 普 通 株 式  5,000,000 1,000,000,000 (注) 

再評価差額金による消却のた
め の 買 受 け に 係 る 決 議 

－ － －  

計 － － 1,000,000,000 － 

(注)上記授権株式数の当定時株主総会の終結した日現在の発行済株式総数に対する割合は7.4％である。 
 

（２）［資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況］ 
  該当事項なし。 
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３．配当政策 
当社は、財務体質の充実を図るとともに、株主各位に対し、安定的な利益配当の継続と適正な利益還元の実施を

基本方針としている。 

内部留保資金については、今後予想される建設業界の競争激化に対処するため、新技術の開発等の投資に活用し、

企業体質と企業競争力のさらなる強化に取り組む。 

当期の配当金は、１株当たり年間普通配当金を6円とした。この結果、株主資本当期純利益率△2.5％、株主資本

配当率1.6％となった。 

 

４．株価の推移      

回 次 第 50 期 第 51 期 第 52 期 第 53 期 第 54 期 

決算年月 平成11年3月 平成12年3月 平成13年3月 平成14年3月 平成15年3月 

最 高 ３１５ ２９２ ２１５ ２３８ １６０ 

最近５年間の事業年 

 

  度別最高・最低株価 

最 低 １８９ １５０ １３０  ８８  ９９ 

月 別 平成14年10月 11月 12月 平成15年1月 2月 3月 

最 高 １２６円 １１９ １２１ １４３ １４０ １４３ 
最近６箇月間の月別 

 

最 高 ・ 最 低 株 価 
最 低 １１１円  ９９ １０６ １１９ １２６ １２４ 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 
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 ５．役員の状況  
 

 

役名及び職名 氏     名 
（生 年 月 日） 略      歴 所有株式数 

千株 代表取締役社長 
 

内    田    興  太  郎 
(昭和１０年 ９月１８日生) 

 昭和３３年  ４月 
 昭和５５年 １月 
 昭和５５年  ６月 
 昭和５９年  ６月 
 平成 元年  ６月 
 平成 ２年  ６月 
 平成  ４年  ６月 
 平成 ６年  ６月 
 

当社入社 
営業本部土木営業部次長 
取締役 
常務取締役 
専務取締役 
代表取締役専務取締役 
代表取締役副社長 
代表取締役社長就任(現任) 
 

359 

代表取締役副社長 
（土木本部長） 

泉      信   雄 
(昭和１４年１１月１０日生) 

 昭和３７年 ４月 
 平成 １年 ４月 
 平成 ４年  ６月 
 平成 ６年  ６月 
 平成１１年 ６月 
 平成１３年 ９月 
 平成１４年 ６月 
 

当社入社 
大阪支店副支店長 
取締役 
常務取締役 
専務取締役 
土木本部長を委嘱(現任) 
代表取締役副社長就任(現任) 
 

63 

代表取締役副社長 
(管理本部長) 

 

井  坂    孝  一 
(昭和１２年 ４月２７日生) 

 昭和３７年  ４月 
 平成 ３年 ６月 
 平成 ６年  ６月 
 平成１０年 ６月 
 平成１１年 ６月 
 平成１２年 ６月 
 平成１４年 ６月 
 平成１５年 ６月 
 

当社入社 
経理部長 
取締役 
常務取締役 
専務取締役 
管理本部長を委嘱(現任) 
取締役副社長 
代表取締役副社長就任(現任) 
 

 47 

取締役副社長 
 
 

宮   本     宏 
(昭和１２年 ５月１３日生) 

 昭和３９年 ４月 
 平成 ４年  ８月 
 平成 ７年  ８月 
 平成 ８年 ６月 
 平成１０年 ６月 
 平成１３年 ６月 
 平成１５年 ６月 
 

農林省入省 
農林水産省九州農政局次長 
当社入社、顧問 
取締役 
常務取締役 
専務取締役 
取締役副社長就任(現任) 
 

36 

専 務 取 締 役        
(大阪支店長) 

西  本    捷    三 
(昭和１８年 ３月２３日生) 

 昭和４０年  ４月 
 平成  ９年 ６月 
 平成１０年 ６月 
 平成１２年 ６月 
 平成１２年 ６月 
 平成１４年 ６月 
 

当社入社 
九州支店長 
取締役 
常務取締役 
大阪支店長を委嘱(現任) 
専務取締役就任(現任) 
 

26 

専 務 取 締 役        
(建築本部長) 

岡  村   康  秀 
(昭和１６年１２月１２日生) 

 昭和３９年 ４月 
 平成１０年 ６月 
 平成１１年 ６月 
 平成１４年 ６月 
 平成１５年 ６月 
  

当社入社 
土木本部土木工事部長 
取締役 
専務取締役就任(現任) 
建築本部長を委嘱(現任) 
 

17 

專 務 取 締 役 
海外事業本部       
台 湾 総 合      
事 務 所 長      

池  田    耕  作 
(昭和１６年１１月１４日生) 

 昭和４０年  ４月 
 平成 ５年１０月 
 平成 ９年  ６月 
 平成１１年  ６月 
 平成１２年１０月 
 平成１３年 ９月 
 
 平成１４年 ４月 
 平成１５年 ３月 
 平成１５年 ６月 

当社入社 
海外事業部長 
取締役 
常務取締役 
土木本部台湾総合事務所長 
海外事業本部台湾総合事務所長 
を委嘱(現任) 
取締役 
常務取締役 
専務取締役(現任) 

35 
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役名及び職名 氏     名 
（生 年 月 日） 略      歴 所有株式数 

千株 専 務 取 締 役        
土 木 本 部      
副 本 部 長      

 
 

朝  野    恭  在 
(昭和１７年１月１０日生) 

 昭和３９年  ４月 
 平成 ５年１０月 
 平成 ６年  ６月 
 平成 ９年  ６月 
 平成１３年  ６月 
 平成１４年 ６月 
 

当社入社 
土木本部土木第二営業部長 
取締役 
常務取締役就任 
土木本部副本部長を委嘱(現任) 
専務取締役就任(現任) 
 

27 
 

常 務 取 締 役        
（技術本部長） 

須  賀      武 
(昭和１８年１０月 ６日生) 

 昭和４２年 ４月 
 平成 ８年 ５月 
 平成１１年 ４月 
 平成１２年 ６月 
 平成１３年 ６月 
 

日本鉄道建設公団入社 
日本鉄道建設公団設計技術室長 
当社入社、技術顧問 
常務取締役就任(現任) 
技術本部長を委嘱(現任) 
 

14 

常 務 取 締 役        
（関係会社事項担当 ） 

西  本   成  世 
(昭和１７年 ７月２９日生) 

 昭和４１年  ４月 
 平成  ９年 ４月 
 平成１０年 ６月 
 平成１２年 ６月 
 

当社入社 
管理本部総務部長 
取締役 
常務取締役就任(現任) 
 

35 

常 務 取 締 役 
大 阪 支 店      
副 支 店 長      

髙  森    寛  治 
(昭和１７年 ３月２７日生) 

 昭和３９年 ４月 
 平成 ６年  ６月 
 平成 ８年  １月 
 平成 ９年  ６月 
 
 平成１３年 ６月 
 

関西電力株式会社入社 
同社若狭支社副支社長 
当社入社、顧問 
取締役 
大阪支店副支店長を委嘱(現任) 
常務取締役就任(現任) 
 

12 

常 務 取 締 役 
管 理 本 部     
副 本 部 長      

小  林    成  康 
(昭和１７年 ６月２０日生) 

 昭和４０年  ４月 
 平成 ８年 ６月 
 平成１０年 ６月 
 平成１４年 ６月 
 平成１５年 ６月 
 

当社入社 
北海道支店長 
取締役 
常務取締役就任(現任) 
管理本部副本部長を委嘱(現任) 
 

25 

常 務 取 締 役 
(北陸支店長) 

森       由  紀  夫 
(昭和１５年１０月 ２日生) 

 昭和３８年  ４月 
 平成 ８年 ７月 
 平成１０年  ６月 
 
 平成１４年 ６月 
 

当社入社 
北陸支店副支店長 
取締役 
北陸支店長を委嘱(現任) 
常務取締役就任(現任) 

 

 17 

常 務 取 締 役 
土 木 本 部      
副 本 部 長      

 
 

杉  浦   征  二 
(昭和１９年 ２月２６日生) 

 昭和４１年 ４月 
 平成 ９年 １月 
 
 平成１３年  １月 
 平成１４年 ６月 

 

首都高速道路公団入社 
首都高速道路公団神奈川建設局 
長 
当社入社、顧問 
常務取締役就任(現任) 
土木本部副本部長を委嘱(現任) 
 

13 

常 務 取 締 役 
建 築 本 部      
副 本 部 長      

古  川      滋 
(昭和１６年 ６月 ４日生) 

 昭和４０年  ４月 
 平成１０年 ４月 
 平成１０年 ６月 
 平成１２年 ６月 
 平成１３年 ６月 
 平成１４年 ４月 
 平成１５年 ４月 
  

当社入社 
東京支店副支店長 
取締役 
常務取締役 
建築本部副本部長を委嘱(現任) 
取締役 
常務取締役(現任) 
 

20 

常 務 取 締 役 
土 木 本 部 
副 本 部 長 

小  野   勝  廣 
(昭和１０年 ５月２１日生) 

 昭和３６年 ４月 
 平成 ２年 ７月 
 平成１０年 ５月 
 
 平成１３年 ６月 
 平成１５年 ６月 
 
 

大成建設㈱入社 
同社大阪支店次長 
当社入社 
大阪支店副支店長 
取締役 
常務取締役就任(現任) 
土木本部副本部長を委嘱(現任) 

9 
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役名及び職名 氏     名 
（生 年 月 日） 略      歴 所有株式数 

千株 取 締 役        
大 阪 支 店      
副 支 店 長      

井  上      昭 
(昭和１４年１０月２２日生) 

 昭和３７年 ４月 
 平成 ７年 ８月 
 平成 ９年 ９月 
 
 平成１１年 ６月 
 

清水建設㈱入社 
同社大阪支店情報開発部長 
当社入社 
大阪支店副支店長(現任) 
取締役就任(現任) 
 

13 
 

取 締 役        
技 術 本 部      
副 本 部 長      
技術開発部長 

加  島      豊 
(昭和１８年 ９月２６日生) 

 昭和４２年 ４月 
 平成１１年 ６月 
 平成１２年 ６月 
 平成１４年 ６月 
 
  

当社入社 
土木本部土木部長 
取締役就任(現任) 
技術本部副本部長兼技術開発部 
長を委嘱(現任) 
 

   20 

取 締 役        
(東京支店長) 

水  島   久  尾 
(昭和２０年１０月２４日生) 

 昭和４３年 ４月 
 平成１２年 ５月 
 平成１３年 ６月 
 平成１５年 ６月 
 

当社入社 
名古屋支店長 
取締役就任(現任) 
東京支店長を委嘱(現任) 
 

17 

取 締 役        
(九州支店長) 

川  田   省  二 
(昭和１７年１１月１０日生) 

 昭和４１年 ４月 
 平成１２年 ６月 
 平成１３年 ６月 
 平成１５年 ６月 
 

当社入社 
広島支店長 
取締役就任(現任) 
九州支店長を委嘱(現任) 
 

11 

取 締 役        
(名古屋支店長) 

新  實   芳  夫 
(昭和１９年 １月１０日生) 

 昭和４１年 ４月 
 平成１２年 ５月 
 平成１３年 ６月 
 平成１５年 ６月 
 

当社入社 
北海道支店長 
取締役就任(現任) 
名古屋支店長を委嘱(現任) 
 

11 

取 締 役        
土 木 本 部      
副 本 部 長      

 
 

村  田      繁 
(昭和２１年１０月１６日生) 

 昭和４７年 ４月 
 平成 ９年 ７月 
 平成１１年 １月 
 平成１４年  ４月 
 平成１４年 ６月 
 
 

運輸省入省 
運輸省第一港湾建設局技術次長 
(財)経済調査会技術顧問 
当社入社、顧問 
取締役就任(現任) 
土木本部副本部長を委嘱(現任) 
   

3 

取 締 役        
建 築 本 部      
副 本 部 長      
建 築 部 長      

 

秋  山   正  樹 
(昭和１５年 ６月１５日生) 

 昭和３８年 ４月 
 平成１１年 ６月 
 
 平成１２年  ６月 
 平成１２年 ７月 
 平成１４年 ６月 
 
 
 

㈱大林組入社 
同社東京本社建築事業本部リニ 
ューアル部担当部長 
当社入社 
建築本部建築部長 
取締役就任(現任) 
建築本部副本部長兼建築部長を 
委嘱(現任) 
 

30 

取  締  役 
大 阪 支 店      
副 支 店 長      

徳  永     修 
(昭和２２年 ５月２８日生) 

 昭和４５年 ４月 
 平成１３年１０月 
 平成１５年 ６月 
 

当社入社 
九州支店長 
取締役就任(現任) 
大阪支店副支店長を委嘱(現任) 
 

9 

監 査 役        
(常    勤) 

西  﨑   信    郎 
(昭和 ８年 ５月５ 日生) 

 昭和３４年  ４月 
 平成 ３年１０月 
 平成 ７年  ４月 
 平成 ９年 ６月 
 

外務省入省 
外務省在ペルー大使 
当社入社、顧問 
監査役就任(現任) 
 

16 

監 査 役        
(常    勤) 

内  田      信 
(昭和１９年 ３月１７日生) 

 昭和４２年 ４月 
 平成 ９年 ６月 
 平成１３年 ６月 
 

当社入社 
管理本部情報システム部長 
監査役就任(現任) 
 

282 
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役名及び職名 氏     名 

（生 年 月 日） 略      歴 所有株式数 

千株 
監 査 役        
(非 常 勤) 

吉  田   敬  三 
(昭和１１年 １月 ２日生) 

 昭和３３年 ４月 
 昭和５９年 ６月 
 平成 ３年 ６月 
 平成１０年 ６月 
 平成１２年 ６月 
  
 平成１４年 ６月 

㈱住友銀行入行 
同社取締役 
明光証券㈱代表取締役社長 
銀泉㈱代表取締役社長 
監査役就任(現任) 
銀泉㈱代表取締役会長 
同社特別顧問(現任) 
 

11 
 

計   1,189 

（注）1.監査役内田信は、代表取締役社長内田興太郎の実弟である。 
   2.監査役吉田敬三は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第１８条第１項に定める「社外監査

役」である。 
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第５ 経理の状況 
 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 
(1)当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準

じて記載している。 

なお、前連結会計年度（平成13年4月1日から平成14年3月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成14年4月1日から平成15年3月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

いる。 

(2)当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下 「財

務諸表等規則」という。）第2条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に

より作成している。 

なお、第53期事業年度（平成13年4月1日から平成14年3月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則及び建設業法

施行規則に基づき、第54期事業年度（平成14年4月1日から平成15年3月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則及

び建設業法施行規則に基づいて作成している。 

 

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成13年4月1日から平成14年3月31日まで）

及び第53期事業年度（平成13年4月1日から平成14年3月31日まで）並びに当連結会計年度（平成14年4月1日から平

成15年3月31日まで）及び第54期事業年度（平成14年4月1日から平成15年3月31日まで）の連結財務諸表並びに財務

諸表について、朝日監査法人により監査を受けている。 
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監 査 報 告 書           
 
 
                                    平成１４年６月２７日 

 

大 豊 建 設 株 式 会 社           
 
取締役社長 内 田  興 太 郎         殿 

 
 
                  朝 日 監 査 法 人           
 

代表社員 

関与社員 
公認会計士  中島 祐二 ?  

 

関与社員 公認会計士    谷地 嘉紀  ?  
 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大豊建設株式会社の平成13年4月1日から平成14年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。 

この監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し、通常実施すべ

き監査手続を実施した。 

監査の結果、連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠し、かつ、前連結会計年度と同一の基準に従って継続して適用されており、

また、連結財務諸表の表示方法は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年

大蔵省令第28号）の定めるところに準拠しているものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の連結財務諸表が大豊建設株式会社及び連結子会社の平成14年3月31日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示しているものと認める。 

 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

 

 

 

以  上 
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［両面印刷の為、白頁が入ります］ 
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独立監査人の監査報告書 
 
 

平成１５年６月２６日 

 

大 豊 建 設 株 式 会 社           
 

取 締 役 会 御中 
 
 
                  朝 日 監 査 法 人           
 

代表社員 

関与社員 
公認会計士   

 

関与社員 公認会計士     
 

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大豊建設株式会社の平成14年4月1日から平成15年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、大豊建設株式会社及び連結子会社の平成15年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

 

以  上 
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［両面印刷の為、白頁が入ります］ 
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１．連結財務諸表等 
(1)連結財務諸表 

 ① 連結貸借対照表                  （単位：百万円）

前連結会計年度 
（平成14年3月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成15年3月31日現在） 年 度 別 

 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

  (資  産  の  部)     ％   ％ 

 Ⅰ 流 動 資 産        

現 金 預 金   16,560   12,227  

受取手形・完成工事未収入金等 *3  42,678   47,339  

有 価 証 券   3,164   1,102  

未 成 工 事 支 出 金 等   37,130   35,219  

短 期 貸 付 金   1,669   342  

繰 延 税 金 資 産   586   496  

そ の 他   3,111   5,907  

貸 倒 引 当 金   △249   △240  

   流 動 資 産 合 計   104,652 80.3  102,394 81.6 

Ⅱ 固 定 資 産         

１．有形固定資産        

建 物 ・ 構 築 物   6,913   6,917  

機械・運搬具・工具器具備品   13,960   13,794  

土 地   5,384   5,805  

   減 価 償 却 累 計 額   △14,895   △15,401  

   有 形 固 定 資 産 合 計   11,362 8.7  11,116 8.9 

２．無形固定資産   130 0.1  133 0.1 

３．投 資 等        

投 資 有 価 証 券 *1・2  6,235   4,854  

長 期 貸 付 金   1,100   698  

繰 延 税 金 資 産   5,083   4,902  

そ の 他   3,118   1,927  

貸 倒 引 当 金   △1,413   △601  

 投 資 等 合 計   14,125 10.9  11,781 9.4 

   固 定 資 産 合 計   25,617 19.7  23,031 18.4 

   資 産 合 計   130,269 100.0  125,426 100.0 
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（単位：百万円） 
前連結会計年度 

（平成14年3月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成15年3月31日現在） 年 度 別 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

  (負  債  の  部)    ％   ％ 

Ⅰ 流 動 負 債        

支払手形 ・工事未払金等 *3  29,323   35,116  

短 期 借 入 金   22,690   20,500  

未 払 法 人 税 等   2,054   215  

未 成 工 事 受 入 金   26,514   23,090  

完 成 工 事 補 償 引 当 金   86   109  

賞 与 引 当 金   462   359  

そ の 他   8,531   5,997  

   流 動 負 債 合 計   89,663 68.8  85,388 68.0 

Ⅱ  固 定 負 債        

長 期 借 入 金   110   70  

退 職 給 付 引 当 金   12,641   13,437  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金   386   351  

そ の 他   500   286  

  固 定 負 債 合 計   13,639 10.5  14,145 11.3 

  負 債 合 計   103,303 79.3  99,534 79.3 

          

  (少 数 株 主 持 分)        

少 数 株 主 持 分   201 0.2  194 0.2 

          

  (資  本  の  部)        

Ⅰ  資 本 金   5,100 3.9  － － 

Ⅱ  資 本 準 備 金   3,610 2.8  － － 

Ⅲ  連 結 剰 余 金   18,131 13.9  － － 

Ⅳ  その他有価証券評価差額金   △75 △0.1  － － 

Ⅴ  自 己 株 式   △1 △0.0  － － 

  資 本 合 計   26,765 20.5  － － 

  (資  本  の  部)        

Ⅰ  資 本 金 *4  － －  5,100 4.1 

Ⅱ  資 本 剰 余 金   － －  3,610 2.9 

Ⅲ  利 益 剰 余 金   － －  17,109 13.6 

Ⅳ  その他有価証券評価差額金       － －  169 0.1 

Ⅴ  自 己 株 式 *5  － －  △292 △0.2 

  資 本 合 計   － －  25,697 20.5 

 負債、少数株主持分及び資本合計  130,269 100.0  125,426 100.0 
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② 連結損益計算書                                     （単位：百万円）

前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

年 度 別 
 
 
科  目 金  額 百 分 比 金  額 百 分 比 

      ％   ％ 

Ⅰ  売 上 高        

  完 成 工 事 高   138,224 100.0  143,057 100.0 

Ⅱ  売 上 原 価        

  完 成 工 事 原 価   127,456 92.2  133,705 93.5 

  売 上 総 利 益        

  完 成 工 事 総 利 益   10,768 7.8  9,351 6.5 

Ⅲ  販売費及び一般管理費 *1  7,903 5.7  7,315 5.1 

  営 業 利 益   2,865 2.1  2,035 1.4 

Ⅳ  営 業 外 収 益        

  受 取 利 息  329   234   

  受 取 配 当 金  47   45   

  保 険 金 収 入  －   63   

  そ の 他  115 492 0.4 155 498 0.4 

Ⅴ  営 業 外 費 用        

  支 払 利 息  264   256   

  為 替 差 損 －   286   

  貸 倒 引 当 金 繰 入 額  85   133   

  投 資 有 価 証 券 評 価 損 50   －   

  そ の 他 245 646 0.5 184 861 0.6 

  経 常 利 益   2,711 2.0  1,672 1.2 

Ⅵ  特 別 利 益        

  貸 倒 引 当 金 戻 入  － － － 11 11 0.0 

Ⅶ  特 別 損 失        

  固 定 資 産 売 却 除 却 損 *2 22   8   

  投 資 有 価 証 券 評 価 損  －   1,682   

  貸 倒 引 当 金 繰 入 額  417   －   

  販 売 用 不 動 産 評 価 損  － 440 0.3 86 1,777 1.2 

  税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前当期純損失(△)   2,271 1.7  △94 △0.0 

  法人税、住民税及び事業税  2,581   434   

  法 人 税 等 調 整 額  △737 1,843 1.4 95 530 0.4 

  少数株主利益(又は損失△)   0 0.0  △6 △0.0 

  当期純利益又は当期純損失(△)   428 0.3  △618 △0.4 
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 ③ 連結剰余金計算書                                                   （単位：百万円） 

前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

年 度 別 
 
 
科  目 金  額 金  額 

Ⅰ  連結剰余金期首残高               17,519  － 

Ⅱ  連 結 剰 余 金 増 加 高                  

  連結子会社増加 に 伴 う剰余金増加額              586 586 － － 

Ⅲ  連 結 剰 余 金 減 少 高                  

  株 主 配 当 金 403 403 － － 

Ⅳ  当 期 純 利 益    428  － 

Ⅴ  連結剰余金期末残高               18,131  － 
                

  （ 資 本 剰 余 金 の 部 ）      

Ⅰ  資 本 剰 余 金 期 首 残 高      

  資 本 準 備 金 期 首 残 高   －  3,610 

Ⅱ  資 本 剰 余 金 期 末 残 高   －  3,610 

         

  （ 利 益 剰 余 金 の 部 ）      

Ⅰ  利 益 剰 余 金 期 首 残 高       

  連 結 剰 余 金 期 首 残 高    －  18,131 

Ⅱ  利 益 剰 余 金 減 少 高       

  株 主 配 当 金  －  402  

  当    期    純    損    失  － － 618 1,021 

Ⅲ  利 益 剰 余 金 期 末 残 高  － －  17,109 
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 ④ 連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）
前連結会計年度 

自  平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

当連結会計年度 
自  平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

期  別 
 

 科  目 
金  額 金  額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 又 は 
 税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 ( △ ) 

 2,271 △94 

 減 価 償 却 費  953 868 
 貸 倒 引 当 金 の 増 加 ・ 減 少 ( △ ) 額  373 △821 
 完成工事補償引当金の増加・減少 ( △ ) 額  △11 23 
 賞 与 引 当 金 の 減 少 ( △ ) 額  △119 △103 
 退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額  656 796 
 役員退職慰労引当金の増加・減少(△ ) 額  71 △35 
 有 形 固 定 資 産 売 却 除 却 損  22 8 
 販 売 用 不 動 産 評 価 損  － 86 
 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金  △377 △279 
 支 払 利 息  264 256 
 為 替 差 損 ・ 益 
( △ ) 

( △ )  △47 99 
 有 価 証 券 売 却 損 ・ 益 ( △ )  △4 4 
 投 資 有 価 証 券 評 価 損  50 1,682 
 会 員 権 評 価 損  31 1 
 売 上 債 権 の 増 加 ( △ ) 額  △4,371 △4,660 
 た な 卸 資 産 の 減 少 額  4,336 1,838 
 仕 入 債 務 の 増 加 ・ 減 少 ( △ ) 額  △756 5,792 
 未 成 工 事 受 入 金 の 減 少 ( △ ) 額  △3,789 △3,424 
 そ の 他 の 資 産 の 増 加 ( △ ) 額  △879 △1,657 
 そ の 他 の 負 債 の 減 少 ( △ ) 額  △146 △2,748 
 小   計  288 △2,366 
 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額  337 279 
 利 息 の 支 払 額  △264 △256 
 法 人 税 等 の 支 払 額 

                                       
 △1,124 △2,274 

 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー  △723 △4,618 
      
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

 定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出  △40 △135 
 定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入  866 145 
 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出  △433 △232 
 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入  31 55 
 無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出  △11 △26 
 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出  △1,161 △320 
 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入  1,593 2,123 
 投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出  △1,281 △619 
 投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入  70 － 
 短 期 貸 付 に よ る 支 出  △243 － 
 短 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入  － 3,214 
 長 期 貸 付 に よ る 支 出  △306 △2,405 
 長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入  730 428 

 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー  △184 2,228 
      
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

 短 期 借 入 金 の 減 少 ( △ ) 額  △620 △2,150 
 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出  △1,996 △40 
 コマーシャルペーパーの償還による支出  △1,700 － 
 コマーシャルペーパーの発行による収入  1,700 － 
 自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出  △5 △291 
 自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入  3 － 
 配 当 金 の 支 払 額  △403 △402 
 少 数 株 主 に 対 す る 配 当 金の 支 払 額  △0 △0 

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー  △3,021 △2,884 
      
Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係る 換 算 差 額  2 △46 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加・減少 ( △ ) 額  △3,926 △5,321 
Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高  21,010 17,444 
Ⅶ 連結子会社増加に伴う現金及び現金同等物の増加額  360 － 
Ⅷ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高  17,444 12,122 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

 
項  目 

前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

1.連結の範囲に関す

る事項 

 連結子会社数 ７社 

 主要な連結子会社名 

  大豊塗装工業㈱ 

  大豊ビルサービス㈱ 

  大豊不動産㈱ 

 進和機工㈱ 

従来、非連結子会社であった大豊塗装工

㈱、大豊ビルサービス㈱、進和機工㈱他３

社については、連結財務諸表の開示をより

充実させるため、当連結会計期間より連結

の範囲に含めている。 

 連結子会社数 ７社 

 主要な連結子会社名 

  大豊塗装工業㈱ 

  大豊ビルサービス㈱ 

  大豊不動産㈱ 

 進和機工㈱ 

         

  主要な非連結子会社名 

タイ大豊㈱ 

マダガスカル大豊㈱ 

同    左  

 非連結子会社は、いずれも小規模会社で

あり、合計の総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び剰余金（持分に見

合う額）は、いずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていない。 

非連結子会社は、いずれも小規模会社であ

り、合計の総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていない。 

2.持分法の適用に関

する事項 

持分法を適用している非連結子会社及び

関連会社はない。 

同  左 

 

 持分法非適用の主要な非連結子会社名は

次のとおり。 

同  左 

 持分法非適用の主要な非連結子会社名 

タイ大豊㈱ 

マダガスカル大豊㈱ 

同  左 

 

 

 上記の持分法非適用の非連結子会社は、

それぞれ連結純損益及び連結剰余金に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用から除外し

ている。 

上記の持分法非適用の非連結子会社は、そ

れぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適用から除外してい

る。 

3.連結子会社の事業

年度等に関する事

項 

連結子会社の事業年度は連結財務諸表提

出会社と同一である。 

同  左 

4.会計処理基準に関

する事項 

 

 

  

 

(1)重要な資産の評

価基準及び評価

方法 

 

 有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は主として移動平均法によ

り算定) 

 有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同  左 
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項  目 

前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

    時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

   時価のないもの 

同  左 

 

 

 

 

 

たな卸資産 

未成工事支出金・不動産事業支出金 

   個別法による原価法 

材料貯蔵品 

   個別法による原価法 

たな卸資産 

未成工事支出金・不動産事業支出金 

同  左 

材料貯蔵品 

同  左 

(2)重要な減価償却

資産の減価償却

方法 

 

 

有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年4月1日以降に取得した

建物(建物附属設備を除く)ついては定額

法によっている。 

なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっている。 

有形固定資産 

同  左 

 

 

 

 

 

 

 

無形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によっている。

ただし、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(5年)に基

づく定額法を採用している。 

 

無形固定資産 

       同  左 

 

(3)重要な引当金の

計上基準 

 

  貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

している。 

 

貸倒引当金 

同  左 

 完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし担保の費用に備える 

ため、過去の補償工事の実績を基礎に将来

の補償工事の見込額を加味して計上してい

る。 

 

完成工事補償引当金 

同  左 

 賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に備えるため、賞

与支給見込額のうち当連結会計年度負担分

を計上している。 

 

賞与引当金 

同  左 
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項  目 

前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上している。 

過去勤務債務は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)による定額法によ

り費用処理している。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理している。  

 

退職給付引当金 

             同   左 

 

  役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため

内規に基づく期末要支給額を計上してい

る。 

 

 役員退職慰労引当金 

同  左 

 (4)重要なリース取  

引の処理方法 

 

 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス･

リース取引については通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

る。 

 

同  左 

 (5)重要なヘッジ会  

計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

  金利スワップ取引 … 特例処理の要

件を充たしているものにつき、特例

処理によっている。 

①ヘッジ会計の方法 

同  左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 … 金利スワップ取引 

   ヘッジ対象 … 借入金の支払利息 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同  左 

  ③ヘッジ方針 

金利スワップ取引については、借入金

の金利変動リスクを回避する目的で

行っており、ヘッジの対象の識別は個別

契約ごとに行う。 

 ③ヘッジ方針 

同  左 

  ④ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップ特例処理を採用してい

るため、ヘッジの有効性の判定は省略し

ている。 

 ④ヘッジの有効性評価の方法 

同  左 
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項  目 
前連結会計年度 

自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

 (6)その他連結財務 

  諸表作成のため  

  の重要な事項 

 完成工事高の計上基準 

完成工事高の計上は、工事完成基準に

よっているが、工期12ヶ月超、かつ請負金

額15億円以上の工事については工事進行基

準によっている。 

なお、工事進行基準によった完成工事高

は43,316百万円である。 

 

 完成工事高の計上基準 

完成工事高の計上は、工事完成基準によっ

ているが、工期12ヶ月超、かつ請負金額15億

円以上の工事については工事進行基準に

よっている。 

なお、工事進行基準によった完成工事高は 

47,701百万円である。 

  消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税に相当する額の会

計処理は、税抜方式によっている。 

 消費税等の会計処理 

同  左 

  

 

 

 

 

 

 

 

自己株式及び法定準備金取崩等会計 

「自己株式及び法定準備金の取崩等に関

する会計基準」（企業会計基準第1号）が平

成14年4月1日以降に適用されることになっ

たことに伴い、当連結会計年度から同会計基

準を適用している。これによる当連結会計年

度の損益に与える影響はない。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、当

連結会計年度における連結貸借対照表の資

本の部及び連結剰余金計算書については、改

正後の連結財務諸表により作成している。 

 
  1株当たり情報 

「１株当たり当期純利益に関する会計基

準（企業会計基準第2号）及び「１株当たり

当期純利益に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第4号）が平成14年4

月1日以降開始する連結会計年度に係る連結

財務諸表から適用されることになったこと

に伴い、当連結会計年度から同会計基準及び

適用指針によっている。 

なお、これによる影響はない。 

 5.連結子会社の資産
及び負債の評価に
関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価は全面時 

価評価法によっている。 

 

同  左 

 6.連結調整勘定の償
却に関する事項 

  

連結調整勘定は金額が僅少なために発生年 

 度に全額償却している。 

同  左 

 7.利益処分項目等の

取扱いに関する事

項 
 
 
 
 
 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益分に 

 ついて連結会計年度中に確定した利益処分  

に基づいて作成している。 

同  左 
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項  目 
前連結会計年度 

自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

8.連結キャッシュ・ 

 フロー計算書にお

ける資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３か月以内

に償還期限の到来する短期投資からなる。 

同  左 

 

表示方法の変更 
前連結会計年度 

自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

会員権評価損及び損害補償金については、前連結会計

年度においては区分掲記していたが、営業外費用の総額

の100分の10以下となったため、当連結会計年度よりそ

の他に含めて表示している。なお、当連結会計年度のそ

の他に含まれている会員権評価損及び損害補償金はそ

れぞれ31百万円、29百万円である。 

保険金収入については、前連結会計年度においては営

業外収益のその他に含めて表示していたが、営業外収益

の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より

区分掲記している。なお、前連結会計年度に営業外収益

のその他に含まれていた保険金収入は2百万円である。 

 
                                  為替差損については、前連結会計年度においては営業

外費用のその他に含めて表示していたが、営業外費用の

総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より区

分掲記している。なお、前連結会計年度に営業外費用の

その他に為替差損は56百万円である。 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係）  

前連結会計年度 
（平成14年3月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成15年3月31日現在） 

※ 1 非連結子会社に対するものは、次のとおりである。  

    投資有価証券（株式）            4百万円 

※ 1 非連結子会社に対するものは、次のとおりである。  

    投資有価証券（株式）            4百万円 

 

※2 担保に供している資産 

   工事保証金等差入保証金の代用として 

   投資有価証券               506百万円 

※2 担保に供している資産 

   工事保証金等差入保証金の代用として 

   投資有価証券               546百万円 

 

※3 当連結会計年度末日が休日(金融機関の休業日)につ    

き、連結会計年度末日満期手形を満期日に入・出金が

あったものとして処理をする方法によった。 

  当連結会計年度末日満期手形の金額は次のとおりで

ある。 

受取手形                          272百万円 

支払手形                          208 

※3 

※4 ※4 当社の発行済株式の総数   普通株式   67,170千株 

※5 ※5 当社が保有する自己株式の数 

                     普通株式    2,119千株 
○偶発債務 

 工事資金の借入金連帯保証 

    全国漁港･漁村振興漁業協同組合連合会 526百万円 

  分譲代金の前金返還に対する連帯保証 

○偶発債務 

 工事資金の借入金連帯保証 

    全国漁港･漁村振興漁業協同組合連合会 458百万円 

  分譲代金の前金返還に対する連帯保証 

    ㈱ニチモ 162百万円     ㈱日商エステム 209百万円 

    ㈱日商エステム 154     ㈱日本エスコン 194 

    ㈱スペースデザイン 127     ㈱サンシティ 135 

    ㈱さくら不動産 80   ㈱ヒューマンランド 112 

  ㈱ベルス 51   ㈱創建 74 

  日本総合地所㈱ 45   ㈱コムハウス 67 

  ㈱創建 45   ㈱マリモ 28 

  ㈱創生 40   ㈱プレサンスコーポレーション 16 

  セントラルサービス㈱ 27   ㈱サンコー 15 

  明和地所㈱ 6 ㈱さくら不動産 7 

 ㈱ゴールドクレスト 3       計 862 

           計 744             

 事業資金の借入金に対する連帯保証 

  新潟国際コンベンションホテル㈱       35百万円 

 ﾏﾝｼｮﾝ購入者の借入金に対する連帯保証12件 44百万円 

 

 ﾏﾝｼｮﾝ購入者の借入金に対する連帯保証11件 38百万円 

 

○受取手形裏書譲渡高             25百万円 

 

○受取手形裏書譲渡高              2百万円 
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（連結損益計算書関係）  

前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

※1 このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであ

る。 

    従業員給料手当            3,280百万円 

    退職給付費用           469 

   貸倒引当金繰入額               244 

   賞与引当金繰入額           133 

    役員退職慰労引当金繰入額      78 

 

※1 このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであ

る。 

    従業員給料手当            3,216百万円 

    退職給付費用           490 

   賞与引当金繰入額           108 

    役員退職慰労引当金繰入額      54 

   貸倒引当金繰入額                16 

    

 研究開発費の総額は121百万円であり、全て一般管理費

である。 

 

 研究開発費の総額は121百万円であり、全て一般管理費

である。 

※2 固定資産除却損の内訳 

   工具器具･備品除却損                18百万円 

    建物除却損                         0 

その他                      3 

        計                 22 

 

※2 固定資産除却損の内訳 

   工具器具･備品除却損                 5百万円 

      建物除却損                         0 

その他                      2 

        計                  8 

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）  

前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

   現金預金勘定               16,560百万円 

   有価証券勘定                3,164  

      計                  19,724 

  預入期間が3ヶ月を超える定期預金     △115 

   株式及び償還期間が3ヶ月を超える債券等  

                     △2,165   

   現金及び現金同等物                 17,444  

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

   現金預金勘定               12,227百万円 

   有価証券勘定                1,102  

      計                  13,330 

  預入期間が3ヶ月を超える定期預金     △105 

   株式及び償還期間が3ヶ月を超える債券等  

                     △1,102   

   現金及び現金同等物                 12,122  
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（リース取引関係）                                   （単位：百万円） 

 前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

1.リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・

リース取引 

 

 

 

 

 

 

 取得価額 
 

相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 
 

相 当 額 

   取得価額 
 

相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 
 

相 当 額 

 

 機械・運搬具・    機械・運搬具・  
 工 具 器 具 備 品 

  204    122     82 
   工 具 器 具 備 品 

143 73 69 
 

 

 

合  計   204    122     82   合  計 143 73 69  

①リース物件の取得価

額相当額､減価償却

累計額相当額及び期

末残高相当額 

 

 
  なお､取得価額相当額は､未経過ﾘｰｽ料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため､支払利子込み法により算定

している｡ 

同  左 

②未経過リース料期末

残高相当額 

 

 １ 年 内              32 

 １  年 超             49 

     計                  82 

なお､未経過リース料期末残高相当額は､

未経過リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため､支払利

子込み法により算定している。 

 １ 年 内              26 

 １  年 超             43 

     計                  69 

        同  左 

③支払リース料及び減

価償却費相当額 

   支払リース料 

   減価償却費相当額 

 

 

34 

34 

 

 

34 

34 

④減価償却費相当額の 

算定方法 

 リース期間を耐用年数とし､残存価額を零

とする定額法によっている｡ 

同  左 
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（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成14年3月31日現在）                                           

 １．その他有価証券で時価のあるもの 
                     （単位：百万円）  

種  類 取 得 原 価 
連結貸借対照表 

計上額 
差   額 

(1)連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

   

株式 1,206 2,306 1,100 

債券    

国債・地方債等 955 1,032 77 

社債 539 541 1 

その他 450 456 6 

小 計 3,151  4,338 1,186 

(2)連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

         

株式 3,270 2,027 △1,242 

債券    

社債 873 840 △33 

その他 374 332 △42 

小 計 4,518 3,200 △1,318 

合  計 7,670 7,538 △132 

  (注) その他有価証券で時価のあるものについては 18 百万円（株式）減損処理を行っている。 
 

  ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成 13 年 4 月 1 日 至平成 14 年 3 月 31 日） 

                                           （単位：百万円） 

売  却  額 売却益の合計額 売却損の合計額 

1,663 11 7 
 

  ３．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額(平成 14 年 3 月 31 日現在) 
    その他有価証券 
    コマーシャルペーパー            998 百万円 
    非上場株式                778 
    非上場内国債券                79 

 

  ４．その他有価証券のうち満期のあるものの今後の償還予定額（平成 14 年 3 月 31 日現在） 

 

                                           （単位：百万円） 

 1 年 以 内 1 年超 5年以内 5 年超 10 年以内 10 年 超 

 債券     

  国債・地方債等         255        857         －         － 

  社債       1,178        181         23         － 

 その他       1,731         －         11         － 

合  計       3,164      1,038         34     － 
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当連結会計年度（平成15年3月31日現在）                                           
 １．その他有価証券で時価のあるもの 

                     （単位：百万円）  

種  類 取 得 原 価 
連結貸借対照表 

計上額 
差   額 

(1)連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

   

株式 1,542 2,215 673 

債券    

国債・地方債等 785 834 49 

社債 450 452 2 

小 計 2,778  3,503 724 

(2)連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

         

株式 1,369 948 △420 

債券    

社債 170 167 △3 

その他 322 310 △12 

小 計 1,862 1,426 △435 

合  計 4,641 4,930 288 

  (注)  その他有価証券で時価のあるものについて 1,682 百万円(株式)減損処理を行っている。 
 

  ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成 14 年 4 月 1 日 至平成 15 年 3 月 31 日） 

    売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略している。                                       

   
  ３．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額(平成 15 年 3 月 31 日現在) 
    その他有価証券 
    非上場株式               1,002 百万円 
    非上場内国債券                 19 

 

  ４．その他有価証券のうち満期のあるものの今後の償還予定額（平成 15 年 3 月 31 日現在） 

                                           （単位：百万円） 

 1 年 以 内 1 年超 5年以内 5 年超 10 年以内 10 年 超 

 債券     

  国債・地方債等   302   552         －         － 

  社債   541    54   24         － 

 その他         258         －   8         － 

合  計 1,102  606   33     － 
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（デリバティブ取引関係） 

  １．取引の状況に関する事項 

 前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

(1) 取引の内容 
 

連結子会社である大豊不動産㈱では、金利
スワップ取引を利用している。 

同  左 

(2) 取引に対する取組 
  方針 

金利変動リスクを回避するためデリバ
ティブ取引を行っている。 

同  左 

(3) 取引の利用目的 
 
 

金利スワップ取引は借入金の金利変動リ
スクを回避するために利用している。 
なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ

会計を行っている。 
 

同  左 

 
 
 

  ①ヘッジ会計の方法 
金利スワップ取引 … 特例処理の要件   

を充たすものにつき、特例処理によっ          
ている。 
 

 

 
 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段 … 金利スワップ取引 

    ヘッジ対象 … 借入金の支払利息 
 

 

 
 
 

  ③ヘッジ方針 
金利スワップ取引については、借入金

の金利変動リスクを回避する目的で
行っており、ヘッジの対象の識別は個別
契約ごとに行う。 

 

 

   ④ヘッジの有効性の方法 
金利スワップ特例処理を採用している

ため、ヘッジの有効性の判定は省略して
いる。 

 

 

(4) 取引に係わるリス 
  クの内容 

当該金利スワップ取引は、金利の上昇局 
面においてヘッジとなるが金利低下局面で 
はマイナスの効果のリスクを有している。 
 

同  左 

(5) 取引に係わるリス 
  ク管理体制 

連結子会社の役員の決裁を経て金利ス
ワップ取引を実施した後に、当該取引の結果
に関しては適時当社経理部に報告されてい
る。 
 

同  左 

(6)「取引の時価等に 
  関する事項」に係 
  わる補足説明等 

当該金利スワップ取引は、ヘッジ会計の適
用要件を満たしており時価の開示対象から
除いている。 
 

同  左 

 
  ２．取引の時価等に関する事項 
     前連結会計年度（自平成 13 年 4 月 1 日 至平成 14 年 3 月 31 日）及び当連結会計年度（自平成 14 年 4 月

1 日 至平成 15 年 3 月 31 日） 
当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はない。 
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（退職給付関係）  

前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

１．採用している退職給付制度の概要 
提出会社は確定給付型の制度として、厚生年金基金 

  制度及び退職一時金制度を設けている。 

１．採用している退職給付制度の概要 
同  左 

 ２．退職給付債務に関する事項 
  退職給付債務                    △23,381百万円 
    年金資金                           8,066 

未積立退職給付債務       △15,314 
   未認識数理計算上の差異        3,221 
   未認識過去勤務債務                 △548 

    連結貸借対照表計上額       △12,641 
   退職給付引当金         △12,641 
 
  (注)1.厚生年金基金の代行部分を含めて記載している。 
      2.一部の子会社は、退職給付債務の算定に当たり、 

    簡便法を採用している。  

 ２．退職給付債務に関する事項 
  退職給付債務                    △25,096百万円 
    年金資金                           7,285 

未積立退職給付債務       △17,810 
   未認識数理計算上の差異             4,866 
    未認識過去勤務債務         △493 

   連結貸借対照表計上額      △13,437 
   退職給付引当金         △13,437 
 
(注)1.厚生年金基金の代行部分を含めて記載している。 

      2.一部の子会社は、退職給付債務の算定に当たり、 

    簡便法を採用している。 
 ３．退職給付費用に関する事項 
    勤務費用               962百万円 

   利息費用               684 
    期待運用収益            △251 
   数理計算上の差異の費用処理額        286 

     過去勤務債務の費用処理額          △4 
   退職給付費用            1,677 
 

(注)簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用
は、勤務費用に計上している。 

 

 ３．退職給付費用に関する事項 
    勤務費用               923百万円 

   利息費用               690 
    期待運用収益               △242 
   数理計算上の差異の費用処理額     350 

   過去勤務債務の費用処理額      △54 
   退職給付費用            1,668 
 
 
 (注)簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は、勤務費用に計上している。 
 

 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
  退職給付見込額の期間配分方法  期間定額基準 

 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
  退職給付見込額の期間配分方法  期間定額基準 

 割引率 3.0％  割引率 2.5％ 
 期待運用収益率 3.0％  期待運用収益率 3.0％ 
 過去勤務債務の処理年数       10年  過去勤務債務の処理年数       10年 

   発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数による定額法により費用処理している。 

数理計算上の差異の処理年数        10年 

   発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定 
  の年数による定額法により、翌連結会計年度から 
  費用処理している。 

  

   発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数による定額法により費用処理している。 

数理計算上の差異の処理年数        10年 

   発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定 
  の年数による定額法により、翌連結会計年度から 
  費用処理している。 
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（税効果会計関係）                                   （単位：百万円） 

 前連結会計年度 
（平成14年3月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成15年3月31日現在） 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な 

原因別の内訳 

  

  繰延税金資産   

   退職給付引当金損金算入限度超過額           4,319           4,764 

   貸倒引当金損金算入限度超過額 386             219 

   賞与引当金損金算入限度超過額 125             145 

   役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 161             140 

   未払事業税否認 176              18 

   その他         686             399 

  繰延税金資産合計           5,856           5,687 

  繰延税金負債   

   その他有価証券評価差額金 △0           △118 

   固定資産圧縮積立金 △142           △131 

   その他  △42            △39 

  繰延税金負債合計 △185           △288 

  繰延税金資産の純額           5,670           5,398 

   

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれている。 

  

流動資産－繰延税金資産 586 496 

固定資産－繰延税金資産 5,083 4,902 

   

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等

の負担率との差異の原因となった主な項目別

の内訳 

 

 

 

 

 法定実効税率 

  （調 整） 

           41.7% 当期純損失を計上している

ため記載を省略した。 

   交際費等永久に損金に算入されない項目            31.2            

     受取配当金等永久に益金に算入されない項目           △0.6            

   住民税均等割等             7.5            

   その他             1.4            

  税効果会計適用後の法人税等負担率            81.2            
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 前連結会計年度 
（平成14年3月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成15年3月31日現在） 

３．法人税等の税率変更により修正された繰延

税金資産及び繰延税金負債の金額等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  繰延税金資産及び繰延税金

負債の計算に使用した法定

実効税率は、前連結会計年度

において41.7%、当連結会計

年度は平成16年3月31日まで

に解消が見込まれる一時差

異等について41.7%、それ以

降に解消が見込まれる一時

差異等について40.2%を適用

している。当連結会計年度に

おける税率の変更により、繰

延税金資産の額(繰延税金負

債の金額を控除した金額)が

163百万円減少し、当期費用

計上された法人税等調整額

の金額が168百万円増加して

いる。 

 

（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）及び 

当連結会計年度（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める建設事業の割合がい

ずれも９０％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略した。 

  

２．所在地別セグメント情報 

前連結会計年度（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）及び 

当連結会計年度（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも  

９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略した。 

 

３．海外売上高 

  前連結会計年度（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 

 海外売上高が連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略した。 

 

当連結会計年度（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） 

  東南アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 16,370 42  16,413 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 143,057 

Ⅲ 
連結売上高に占める    

海外売上高の割合（％） 
 11.4 0.0    11.5 

（注）１．海外売上高は、当社の本邦以外の国又は地域における売上高である。  

   ２．国又は地域の区分の方法及び各地域に属する主な国又は地域 

     (1)国又は地域の区分の方法     地理的近接度による 

     (2)各区分に属する主な国又は地域  東南アジア：台湾 
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（関連当事者との取引） 

前連結会計年度（自平成１３年４月１日 至平成１４年３月３１日）及び 

当連結会計年度（自平成１４年４月１日 至平成１５年３月３１日） 

  該当事項なし。 

 

（１株当たり情報）   

 
 

前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

 １株当たり純資産額 398.53円 395.03円 

 １株当たり当期純利益又は当期純損失(△) 6.38円 △9.24円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、新

株引受権付社債及び転換社債を

発行していないため記載してい

ない。 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、１株当

たり当期純損失が計上されてお

り、また潜在株式が存在しないた

め記載していない。 

 

当連結会計年度から「１株当た

り当期純利益に関する会計基準」

(企業会計基準第2号)及び「１株

当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針(企業会計基準適

用指針第4号)を適用している。な

お、これによる影響はない。 

 

  

  

  

  

  

 

 
 
 
 
 

  

 

 

（注）１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりである。 
 前連結会計年度 

自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

当期純損失(百万円) － 618 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 

普通株式に係る当期純損失(百万円) － 618 

期中平均株式数(千株) － 66,962 
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⑤ 連結附属明細表 

ａ．社債明細表 

該当事項なし。 

 

 ｂ．借入金等明細表 （単位：百万円）

区 分 前期末残高 当期末残高 平 均 利 率 返 済 期 限 摘 要 

短期借入金 21,745 20,460 年1.1% － (注)1 

 
－ １年以内に返済予定の長期借入金 944 40 

             
年2.2% 

 
(注)1 

平成16年 4月 
～ 

長期借入金(１年以内に返済予定の 
ものを除く。) 110 70 年2.2% 

平成17年10月 
(注)1・2 

 
－ その他の有利子負債      －      －   － 
 

－ 

合  計 22,800 20,570   － － － 

（注）1.「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載している。 

   2.長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後5年内における返済予定額は以下のとお

りである。 

                                           （単位：百万円） 

 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 

長 期 借 入 金 40 30 － － 

  

(2）その他 

    特記事項なし。 
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監 査 報 告 書           
 
 

平成１４年６月２７日 
 
大 豊 建 設 株 式 会 社           
 
 取締役社長 内 田  興 太 郎         殿 
 
 
                  朝 日 監 査 法 人           
             

代表社員 

関与社員 
公認会計士   中島 祐二  ?  

 

関与社員 公認会計士   谷地 嘉紀 ?  
 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大豊建設株式会社の平成13年4月1日から平成14年3月31日までの第53期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。 

この監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し、通常実施すべ

き監査手続を実施した。 

監査の結果、会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠し、かつ、前事業年度と同一の基準に従って継続して適用されており、また、財務諸表の表示方法

は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）の定めるところ

に準拠しているものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の財務諸表が大豊建設株式会社の平成14年3月31日現在の財政状態及び同

日をもって終了する事業年度の経営成績を適正に表示しているものと認める。 

 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

                                               

以  上 
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［両面印刷の為、白頁が入ります］ 
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独立監査人の監査報告書 
 
 

平成１５年６月２６日 
 
大 豊 建 設 株 式 会 社           
 

取 締 役 会   御中 
 
 
                  朝 日 監 査 法 人           
             

代表社員 

関与社員 
公認会計士    

 

関与社員 公認会計士    
 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大豊建設株式会社の平成14年4月1日から平成15年3月31日までの第54期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、

監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、大豊建設株式会社の平成15年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

 

以  上 
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［両面印刷の為、白頁が入ります］ 
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２．財務諸表等 
(1)財務諸表 

 ① 貸借対照表 （単位：百万円）
第  ５３  期 

（平成14年3月31日現在） 
第  ５４  期 

（平成15年3月31日現在） 
期  別 

 
科  目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 

 （ 資 産 の 部 ）    ％   ％ 
Ⅰ 流 動 資 産         
   現 金 預 金   16,337   12,048  
 受 取 手 形 *6  13,451   9,829  
 完 成 工 事 未 収 入 金   28,069   35,349  
 有 価 証 券   3,164   1,102  
 未 成 工 事 支 出 金   33,453   29,975  
 不 動 産 事 業 支 出 金   546   2,080  
 材 料 貯 蔵 品   100   104  
 短 期 貸 付 金 *1  1,936   3,367  
 立 替 金   2,092   4,081  
 繰 延 税 金 資 産   575   455  
 そ の 他 流 動 資 産   866   985  
 貸 倒 引 当 金   △247   △254  
 流 動 資 産 合 計    100,347 79.7  99,126 81.5 
         
Ⅱ 固 定 資 産         
  1.有 形 固 定 資 産         
 建 物  4,295   4,294   

 減 価 償 却 累 計 額  △2,162 2,133  △2,270 2,024  
 構 築 物  190   190   

 減 価 償 却 累 計 額  △149 41  △155 35  
 機 械 装 置  9,855   9,905   

 減 価 償 却 累 計 額  △8,088 1,766  △8,498 1,406  
 船 舶  580   583   

 減 価 償 却 累 計 額  △419 161  △446 137  
 車 両 運 搬 具  481   418   

 減 価 償 却 累 計 額  △398 83  △343 74  
 工 具 器 具 ・ 備 品  2,241   2,088   

 減 価 償 却 累 計 額  △1,959 282  △1,855 233  
 土 地   5,248   5,694  
 有 形 固 定 資 産 計   9,717 7.7  9,605 7.9 

        
  2.無 形 固 定 資 産         
 借 地 権   26   23  
 ソ フ ト ウ ェ ア   30   27  
 そ の 他 無 形 固 定 資 産   51   51  
 無 形 固 定 資 産 計   108 0.1  101 0.1 

        
 3.投 資 等         

 投 資 有 価 証 券 *2  6,194   4,819  
 関 係 会 社 株 式   118   118  
 長 期 貸 付 金   350   150  
 関 係 会 社 長 期 貸 付 金   2,205   1,536  
 破 産 債 権 、更 生 債 権 等   996   －  
 長 期 前 払 費 用   42   7  
 繰 延 税 金 資 産   4,901   4,733  
 そ の 他 投 資 等   2,281   2,098  
 貸 倒 引 当 金   △1,420   △607  
 投 資 等 計    15,670 12.5  12,857 10.5 
 固 定 資 産 合 計   25,496 20.3  22,564 18.5 
 資 産 合 計   125,844 100.0  121,691 100.0 
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 （単位：百万円）
第  ５３  期 

（平成14年3月31日現在） 
第  ５４  期 

（平成15年3月31日現在） 
期  別 

 
科  目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 
 （ 負 債 の 部 ）   ％   ％ 
Ⅰ 流 動 負 債        
 支 払 手 形 *6  13,197   13,054  
 工 事 未 払 金   15,405   20,150  
 短 期 借 入 金   20,440   20,500  
 未 払 金   2,054   535  
 未 払 費 用   3   54  
 未 払 法 人 税 等   2,045   186  
 未 成 工 事 受 入 金   26,204   22,534  
 預 り 金   6,836   5,651  
 完 成 工 事 補 償 引 当 金   86   109  
 賞 与 引 当 金   417   331  
 そ の 他 流 動 負 債   1   －  
 流 動 負 債 合 計   86,691 68.9  83,108 68.3 
         
Ⅱ 固 定 負 債        

 長 期 借 入 金   110   70  
 退 職 給 付 引 当 金   12,280   13,069  
 役 員 退 職 慰 労 引 当 金   344   319  
 そ の 他 固 定 負 債   493   276  

 固 定 負 債 合 計   13,228 10.5  13,735 11.3 
 負 債 合 計   99,920 79.4  96,844 79.6 
         
 （ 資 本 の 部 ）        

Ⅰ 資 本 金 *3  5,100 4.0  － － 
Ⅱ 資 本 準 備 金   3,610 2.9  － － 
Ⅲ 利 益 準 備 金   1,105 0.9  － － 
Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金        

1.任 意 積 立 金        
  固 定 資 産 圧 縮 積 立 金  207   －   
  別 途 積 立 金  15,520 15,727  － －  

2. 当 期 未 処 分 利 益   456   －  
 そ の 他 の 剰 余 金 合 計   16,184 12.9  － － 

Ⅴ その他有価証券評価差額金 *5  △75 △0.1  － － 
Ⅵ 自 己 株 式   △1 △0.0  － － 
 資 本 合 計   25,924 20.6  － － 
         
Ⅰ 資 本 金 *3  － －  5,100 4.2 
Ⅱ 資 本 剰 余 金        
  資 本 準 備 金  －   3,610   
 資 本 剰 余 金 合 計                    － －  3,610 3.0 
Ⅲ 利 益 剰 余 金        

1.利 益 準 備 金  －   1,105   
 2.任 意 積 立 金        
  固 定 資 産 圧 縮 積 立 金  －   199   
  別 途 積 立 金  － －  15,520   
 3.当 期 未 処 理 損 失  －   △563   
 利 益 剰 余 金 合 計                    － －  16,261 13.3 
Ⅳ その他有価証券評価差額金 *5  － －  167 0.1 
Ⅴ 自 己 株 式 *4  － －  △292 △0.2 
 資 本 合 計   － －  24,847 20.4 
 負 債 資 本 合 計   125,844 100.0  121,691 100.0 
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② 損益計算書 （単位：百万円）
第  ５３  期 

自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

第  ５４  期 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

期  別 
 
科  目 

金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 

     ％   ％ 
Ⅰ 売 上 高                  
 完 成 工 事 高   131,905 100.0  135,415 100.0 
Ⅱ 売 上 原 価                  

完 成 工 事 原 価   122,175 92.6  126,945 93.7 
売 上 総 利 益        
完 成 工 事 総 利 益   9,730 7.4  8,469 6.2 

Ⅲ 販 売 費 及び 一 般 管 理 費        
役 員 報 酬  317   301   
従 業 員 給 料 手 当  2,763   2,795   
賞 与 引 当 金 繰 入 額  113   97   
退 職 金  3   －   
退 職 給 付 費 用  452   480   
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額  66   49   
法 定 福 利 費  378   393   
福 利 厚 生 費  82   71   
修 繕 維 持 費  31   39   
事 務 用 品 費  102   88   
通 信 交 通 費  493   470   
動 力 用 水 光 熱 費  46   41   
調 査 研 究 費  235   103   
広 告 宣 伝 費  33   26   
営業債権貸倒引当金繰入額  231   －   
交 際 費  399   374   
寄 付 金  31   8   
地 代 家 賃  567   555   
減 価 償 却 費  88   80   
租 税 公 課  106   111   
保 険 料  64   67   
雑 費  385 6,995 5.3 375 6,531 4.8 
営 業 利 益   2,735 2.1  1,937 1.4 

Ⅳ 営 業 外 収 益           *1       
受 取 利 息  254   215   
有 価 証 券 利 息  171   111   
受 取 配 当 金  48   45   
保 険 金 収 入  －   63   
雑 収 入  98 572 0.4 61 496 0.4 

Ⅴ 営 業 外 費 用                  
 支 払 利 息  238   250   
 為 替 差 損  －   286   
 貸付金等貸倒引当金繰入額  83   133   
 投 資 有 価 証 券 評 価 損  47   －   
 雑 支 出  232 601 0.5 207 878 0.7 
 経 常 利 益   2,706 2.0  1,556 1.1 
Ⅵ 特 別 利 益                  
 貸 倒 引 当 金 戻 入 額  － － － 10 10 0.0 
Ⅴ 特 別 損 失                  
 投 資 有 価 証 券 評 価 損  －   1,669   
 固 定 資 産 売 却 除 却 損 *2 14   7   
 貸 倒 引 当 金 繰 入 額  417 431 0.3 － 1,677 1.2 
 税引前当期純利益又は当期純損失 (△)   2,274 1.7  △110 △0.1 
 法人税、住民税及び事業税  2,570   402   
 法 人 税 等 調 整 額  △747 1,822 1.4 113 515 0.4 
 当 期 純 利 益 又 は 当 期 純 損 失 ( △ )   452 0.3  △626 △0.5 
 前 期 繰 越 利 益   4   62  
 当 期 未 処 分 利 益 又は 当 期 未 処 理 損 失 (△)   456   △563  
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完成工事原価報告書 （単位：百万円）

第  ５３  期 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

第  ５４  期 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

期  別 
 
 
科  目 金    額 構成比 金    額 構成比 

    ％  ％ 

材 料 費            22,232 18.2 23,302 18.4 

労 務 費            2,187 1.8 2,586 2.0 

外 注 費            80,993 66.3 83,778 66.0 

経 費             16,760 13.7 17,278 13.6 

 （うち人件費）          (8,271) (6.8) (8,082) (6.4) 

計  122,175 100.0 126,945 100.0 

      （注）原価計算の方法は、個別原価計算である。 

 

③ 利益処分計算書 （単位：百万円）

第  ５３  期 
平成14年6月27日 
株主総会決議        

第  ５４  期 
平成15年6月26日 
株主総会決議        

期  別 
 
 
科  目 金    額 金    額 

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益             456  － 

Ⅱ 当 期 未 処 理 損 失             －  △563 

Ⅲ 任 意 積 立 金 取 崩 額                

固定資産圧縮積立金取崩額  8  8  

別 途 積 立 金 取 崩 額  － 8 955 963 

合 計         465  399 

Ⅳ 利 益 処 分 額                

株 主 配 当 金  402  390  

（ １ 株 に つ き ）     (6円)     (6円)  

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金  － 402 4 395 

Ⅴ 次 期 繰 越 利 益             62  4 

       

（注）  

第  ５３  期 第  ５４  期 

  固定資産圧縮積立金取崩額は租税特別措置法の規定

に基づく取崩である。 

同  左 

 

  株主配当金は、単元未満株式の買取請求による自己株

式10,376株を除いて計算している。 

  株主配当金は、自己株式2,119,410株を除いて計算し

ている。 

   固定資産圧縮積立金は、外形標準課税導入に伴う法定

実効税率変更による調整額である。 
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 重要な会計方針   

 
第  ５３  期 

自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

第  ５４  期 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

1.有価証券の評価

基準及び評価方

法 

有価証券 

子会社株式 

 移動平均法による原価法 

有価証券 

子会社株式 

        同  左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同  左 

 

 

   時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

  時価のないもの 

同  左 

2.たな卸資産の評

価基準及び評価

方法 

未成工事支出金・不動産事業支出金 

  個別法による原価法 

材料貯蔵品 

  個別法による原価法 

未成工事支出金・不動産事業支出金 

同  左 

材料貯蔵品 

同  左 

3.固定資産の減価

償却の方法 

有形固定資産 

   定率法 

     ただし、平成10年4月1日以降に取得し 

た建物(建物附属設備を除く)については

定額法によっている。 

なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっている。 

有形固定資産 

            同  左 

 無形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によっている。 

  ただし、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間(5年)に

基づく定額法によっている。 

 

無形固定資産 

              同  左 

4.引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上してい

る。 

貸倒引当金 

同  左 

 完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし担保の費用に備える

ため、過去の補償工事の実績を基礎に将来の

補償工事の見込額を加味して計上している。 

完成工事補償引当金 

同  左 

 

 

 賞与引当金 

従業員に支給する賞与に備えるため､賞与

支給見込額のうち当期負担分を計上してい

る。 

賞与引当金 

同  左 
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 第  ５３  期 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

第  ５４  期 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)に

よる定額法により費用処理している。 

  数理計算上の差異は、各期の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理

している。 

 

退職給付引当金 

同  左 

 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内

規に基づく期末要支給額を計上している。 

 

役員退職慰労引当金 

同  左 

5.完成工事高の計

上基準 

完成工事高の計上は、工事完成基準によっ

ているが、工期12ヶ月超、かつ請負金額15億

円以上の工事については工事進行基準に

よっている。 

なお、工事進行基準によった完成工事高は

43,316百万円である。 

         同  左 

 

 

 

なお工事進行基準によった完成工事高は

47,701百万円である。 

6.リース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっている。 

 

同  左 

7.消費税等の会計

処理 

 消費税及び地方消費税に相当する額の会

計処理は、税抜方式によっている。 

 

同  左 

 

8.自己株式及び法

定準備金取崩等

会計 

 「自己株式及び法定準備金の取崩等に関

する会計基準」（企業会計基準第1号）が平

成14年4月1日以降に適用されることになっ

たことに伴い、当事業年度から同会計基準

よっている。これによる当事業年度の損益に

与える影響はない。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事

業年度における貸借対照表の資本の部につ

いては、改正後の財務諸表等規則により作成

している。 

   



 

－ 59 － 
 

 

 

第  ５３  期 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

第  ５４  期 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

9.１株当たり情報  「１株当たり当期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準第2号）及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第4号）が平成14年4

月1日以降開始する事業年度に係る財務諸表

から適用されることになったことに伴い、当

事業年度から同会計基準及び適用指針に

よっている。 

なお、これによる影響はない。 

 

表示方法の変更 

第  ５３  期 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

第  ５４  期 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

損害補償金については、前期においては区分掲記して

いたが、営業外費用の総額の100分の10以下となったた

め、当期よりその他に含めて表示している。なお、当期

のその他に含まれている損害補償金は29百万円である。 

 

 
 

 

 

 

 

 

保険金収入については、前期においては営業外収益の

その他に含めて表示していたが、営業外収益の総額の

100分の10を超えたため、当期より区分掲記している。 

なお、前期に営業外収益のその他に含まれていた保険

金収入は2百万円である。 

 

 

 

 

為替差損については、前期においては営業外費用のそ

の他に含めて表示していたが、営業外費用の総額の100

分の10を超えたため、当期より区分掲記している。 

なお、前期に営業外費用のその他に含まれていた為替

差損は56百万円である。 

 

追加情報 
第  ５３  期 

自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

第  ５４  期 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

（自己株式） 

前期まで、流動資産に掲記していた「自己株式」（前期

末0百万円）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法

に関する規則」の改正により当期から資本に対する控除項

目として資本の部の末尾に記載している。 
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注記事項 

（貸借対照表関係）  

第  ５３  期 
（平成14年3月31日現在） 

第  ５４  期 
（平成15年3月31日現在） 

※1 ※1 このうち関係会社に対するものは次のとおりである。

短期貸付金            3,039百万円 

※2 このうち次のとおり工事保証金等差入保証金の代 

用として差入れている 
  投資有価証券                       496百万円 

※2 このうち次のとおり工事保証金等差入保証金の代  

  用として差入れている 
  投資有価証券                       536百万円 

※3 会社が発行する株式の総数           160,000千株 

  発行済株式の総数                    67,170千株 

※3 会社が発行する株式の総数 普通株式  160,000千株 

  発行済株式の総数         普通株式   67,170千株 

※4 ※4 会社が保有する自己株式の数 

             普通株式    2,119千株 

※5 ※5 時価を付したことにより増加した純資産額 

167百万円 

※6 期末日が休日(金融機関の休業日)につき、期末日満 

期手形を満期日に入・出金の処理をする方法によっ

た。 

当期末日満期手形の金額は次の通りである。 

 受取手形                      268百万円 

      支払手形                      208 

※6 

○偶発債務 

 工事資金の借入金連帯保証 

    全国漁港･漁村振興漁業協同組合連合会 526百万円 

  分譲代金の前金返還に対する連帯保証 

○偶発債務 

 工事資金の借入金連帯保証 

    全国漁港･漁村振興漁業協同組合連合会 458百万円 

  分譲代金の前金返還に対する連帯保証 

    ㈱ニチモ 162百万円     ㈱日商エステム 209 百万円 

    ㈱日商エステム 154     ㈱日本エスコン 194 

    ㈱スペースデザイン 127     ㈱サンシティ 135 

    ㈱さくら不動産 80     ㈱ヒューマンランド 112 

  ㈱ベルス 51   ㈱創建 74 

  日本総合地所㈱ 45   ㈱コムハウス 67 

  ㈱創建 45   ㈱マリモ 28 

  ㈱創生 40   ㈱プレサンスコーポレーション 16 

  セントラルサービス㈱ 27   サンコー㈱ 15 

  明和地所㈱ 6     ㈱さくら不動産 7 

 ㈱ゴールドクレスト 3            計 862 

           計 744  事業資金の借入金に対する連帯保証 

   新潟国際コンベンションホテル㈱       35百万円  ﾏﾝｼｮﾝ購入者の借入金に対する連帯保証11件 37百万円 

 ﾏﾝｼｮﾝ購入者の借入金に対する連帯保証10件 32百万円 
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(損益計算書関係) 

第  ５３  期 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

第  ５４  期 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

※1  ※1 関係会社に係る営業外収益           95百万円 

※2 固定資産売却除却損の内訳  

   工具器具・備品除却損        10百万円 

   建物除却損             0 

      その他                3 

      計               14 

※2 固定資産売却除却損の内訳  

   工具器具・備品除却損         6百万円 

   建物除却損             0 

      その他                1 

      計                7 

○研究開発費の総額は121百万円であり、全て一般管理費

である。 

 

○研究開発費の総額は121百万円であり、全て一般管理

費である。 

 

 

（リース取引関係）                                    （単位：百万円） 

 第  ５３  期 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

第  ５４  期 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

1.リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・

リース取引 

  

  取得価額 
 

相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 
 

相 当 額 

   取得価額 
 

相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 
 

相 当 額 

 

 車両運搬具    19    12      7   車両運搬具    13   9     3  

 工具器具･備品   161    98     63   工具器具･備品   114   55     58  

①リース物件の取得価

額相当額､減価償却

累計額相当額及び期

末残高相当額 

 
 合  計   181   111     70   合  計   127   65     62  

  なお､取得価額相当額は､未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため､支払利子込み法により

算定している｡ 

同  左 

 

②未経過リース料期末

残高相当額 

 

 １ 年 内               28 

 １  年 超              41     

     計                   70 

 １ 年 内               24   

 １  年 超              38    

     計                   62 

 なお､未経過リース料期末残高相当額は､

未経過リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため､支払利

子込み法により算定している。 

同  左 

 

③支払リース料及び減

価償却費相当額 

支払リース料             31 

減価償却費相当額       31 

支払リース料             30 

減価償却費相当額       30 

④減価償却費相当額の 

算定方法 

 リース期間を耐用年数とし､残存価額を零

とする定額法によっている｡ 

同  左 

 

（有価証券関係） 

前事業年度（自 平成13年4月1日 至 平成14年3月31日）及び当事業年度（自 平成14年4月1日 至 平成15年3月

31日）における子会社株式で時価のあるものはない。 
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（税効果会計関係）                                   （単位：百万円） 

 第  ５３  期 
（平成14年3月31日現在） 

第  ５４  期 
（平成15年3月31日現在） 

 1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な

原因別の内訳 

  

  繰延税金資産   

   退職給付引当金損金算入限度超過額           4,209           4,645 

   貸倒引当金損金算入限度超過額 394 234 

   賞与引当金損金算入限度超過額           112           136 

   役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 143 128 

   未払事業税否認 176 16 

   その他         624 318        

  繰延税金資産合計           5,661           5,479 

  繰延税金負債   

   その他有価証券評価差額金 － △115 

   固定資産圧縮積立金 △142 △131 

   その他  △42  △43 

  繰延税金負債合計 △184 △290 

  繰延税金資産の純額           5,477           5,189 

  

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等

の負担率との差異の原因となった主な項目別

の内訳 

  

  法定実効税率 

  （調 整） 

41.7％ 

 

  当期純損失を計上してい

るため記載を省略した。 

   交際費等永久に損金に算入されない項目 30.8  

     受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.6  

   住民税均等割等 7.3  

   その他 0.9  

  税効果会計適用後の法人税等負担率 80.1  

   

 ３．法人税等の税率変更により修正された繰延税

金資産及び繰延税金負債の金額等 

 繰延税金資産及び繰延税

金負債の計算に使用した法

定実効税率は、前期において

41.7％、当期は平成16年3月

31日までに解消が見込まれ

る 一 時 差 異 等 に つ い て

41.7％、それ以降に解消が見

込まれる一時差異等につい

て40.2％を適用している。当

期における税率の変更によ

り、繰延税金資産の額(繰延

税金負債の金額を控除した

金額)が163百万円減少し、当

期費用計上された法人税等

調整額の金額が168百万円増

加している。 
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（１株当たり情報）  

 
第５３期 

自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

第５４期 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

 １株当たり純資産額   386.01円   381.97円 

 １株当たり当期純利益又は当期純損失(△)  6.73円  △9.35円 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、１株当

たり当期純損失が計上されてお

り、また、潜在株式が存在しない

ため記載していない。 

 

当事業年度から「１株当たり当

期純利益に関する会計基準」(企

業会計基準第2号)及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準

の適用指針(企業会計基準適用指

針第4号)を適用している。なお、

これによる影響はない。 

 

  

  

  

  

  

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益   なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、新

株引受権付社債及び転換社債を

発行していないため記載してい

ない。 

 

 

 （注）1.１株当たり情報の計算については、前事業年度より自己株式数を控除して算出している。 

    2.１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりである。 
 前事業年度 

自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

当事業年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

当期純損失(百万円) － 626 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 

普通株式に係る当期純損失(百万円) － 626 

期中平均株式数(千株) － 66,962 
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④ 附属明細表 

(ａ)．有価証券明細表 

(1)有価証券                                      （単位：百万円） 

銘    柄 券面総額 貸借対照表計上額 

は－９２号特別鉄道建設債 120 122 

は－９３号特別鉄道建設債 100 102 

は－９４号特別鉄道建設債 55 58 

第６２５回割引あおぞら債券 20 19 

第２回大王製紙㈱普通社債 100 100 

第５回ニチメン㈱普通社債 100 98 

第３回三菱自動車工業㈱普通社債 200 200 

住友不動産㈱ユーロ円債 100 101 

第４回エアウォーター㈱転換社債 40 40 

債 
 
 
 
 
 

券 

計 838 843 

種 類 及 び 銘 柄 投資口数等 貸借対照表計上額 

(証券投資信託の受益証券)         万口  

日本バリュー株ファンド 2,040 12 

ダイワ短期金利アルファ 5,000 47 

ルーミス・債券ファンド                      20,000 197 

そ 
 

の 
 

他 
 

有 
 

価 
 

証 
 

券 

そ 
 

の 
 

他 

計 27,040 258 

  合     計  1,102 
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(2)投資有価証券                                    （単位：百万円） 

銘    柄 株 式 数 貸借対照表計上額 

 株  

京浜急行電鉄㈱ 750,000 420 

㈱大和証券グループ本社 472,944 230 

㈱三重銀行 405,000 216 

㈱ＵＦＪホールディングス 1,824.78 215 

首都圏新都市鉄道㈱ 4,000 200 

太陽生命保険㈱ 2,500 187 

東海旅客鉄道㈱ 261 185 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 774.04 164 

住友大阪セメント㈱ 718,580 122 

日立建機㈱ 204,470 120 

㈱三菱東京フィナンシャルグループ 262.29 118 

住友不動産㈱ 300,000 117 

関西国際空港㈱ 2,260 113 

太平洋セメント㈱ 598,750 102 

㈱みずほフィナンシャルグループ 1,034.61 100 

東京湾横断道路㈱ 2,000 100 

新潟国際コンベンションホテル㈱ 2,000 100 

㈱阿波銀行 166,698 89 

あいおい損害保険㈱ 364,964 88 

小田急電鉄㈱ 144,274 74 

関西高速鉄道㈱ 1,480 74 

日本鉄塔工業㈱ 400,000 64 

新光証券㈱ 414,788 57 

中部国際空港㈱ 1,050 52 

その他７４社７４銘柄  1,587,765.60 831 

株 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

式 
計 6,547,680.32 4,145 

銘    柄 券 面 総 額 貸借対照表計上額 

第１８３回利付国債 200 215 

第１８５回利付国債 300 326 

第８回川崎重工業㈱転換社債 25 24 

第３回サンウェーブ工業㈱転換社債 10 9  

第４回三菱マテリアル㈱転換社債 35 34 

第１３回㈱島津製作所転換社債 10 10 

債 
 
 
 
 
 

券 

計 580 621 

種 類 及 び 銘 柄 投資口数等 貸借対照表計上額 

(証券投資信託の受益証券)         万口  

ウィンドミル 2,733.2862 23 

フィディリティ日本優良株ファンド 2,000 9 

日本株ファンド躍進 2,000 8 

メロディＣ号 1,005.5200 10 

そ 
 
 
 
 

の 
 
 
 
 

他 
 
 
 
 

有 
 
 
 
 

価 
 
 
 
 

証 
 
 
 
 

券 

そ 

の 

他 

計 7,738.8062 52 

  合     計  4,819 
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 (ｂ)．有形固定資産等明細表  （単位：百万円） 

減価償却累計額又は

償却累計額 
資 産 の 種 類         

前期末 

残 高    

当 期    

増加額 

当 期    

減少額 

当期末 

残 高     当 期    

償却額 

差 引    

当期末 

残 高    

摘 要 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

船 舶 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 ・ 備 品 

土 地 

4,295 

190 

9,855 

580 

481 

2,241 

5,248 

     14 

－ 

147 

2 

   19 

35 

445 

15 

－ 

97 

－ 

83 

188 

－ 

4,294 

190 

9,905 

583 

418 

2,088 

5,694 

 2,270 

   155 

 8,498 

   446 

   343 

 1,855 

   －   

   122 

     5 

   491 

    27 

    21 

   73 

   －   

  2,024 

     35 

  1,406 

    137 

     74 

    233 

  5,694 

 

有

形

固

定

資

産 

計 22,894 665 384 23,175 13,569    742  9,605  

借 地 権          

ソ フ ト ウ ェ ア          

その他無形固定資産 

26 

61 

51 

   － 

10 

－ 

   3 

－ 

－ 

23 

71 

51 

   － 

43 

－ 

   － 

13 

－ 

     23 

27 

51 

 無 
形 
固 
定 
資 
産 計 139 10    3 145    43    13     101  

長 期 前 払 費 用          60 0 28 32 24 6 7  

 

－ 

 

 － 

 

   － 

 

   － 

 

   － 

 

   － 

 

   － 

 

     － 

 繰 

延 

資 

産 計    －    －    －    －    －    －      －  

  

(ｃ)．資本金等明細表 （単位：百万円）

区 分 前 期 末 残 高 当期増加額 当期減少額 当 期 末 残 高 摘要 

資 本 金         5,100 － － 5,100 － 

 普 通 株 式 （67,170,143株）
   5,100 

（  －株）
－ 

（ －株）
－ 

(67,170,143株)
5,100 (注)1 

 

うち 
既発行株式 

計 （67,170,143株）
5,100 

（  －株）
－ 

（ －株）
－ 

(67,170,143株)
5,100 － 

(資本準備金) 
株式払込剰余金 3,610 － － 3,610 － 資本準備金及び

その他資本剰余
金 計 3,610 － － 3,610 － 

(利益準備金) 1,105 － － 1,105 － 

(任意積立金) 
固定資産圧縮積立金 

207 － 8 199 (注)2 

別 途 積 立 金 15,520 － － 15,520 － 

利益準備金及び 
任意積立金 

計 16,833 － 8 16,825 － 

（注）1.当期末における自己株式数は2,119,410株である。 

   2.任意積立金の当期減少額は、前期決算の利益処分によるものである。 
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(ｄ)．引当金明細表                                                                   （単位：百万円） 

当 期 減 少 額 
区    分 前期末残高 当期増加額 

目的使用 その他 
当期末残高 摘   要 

貸 倒 引 当 金 1,667 397 934 269 861 (注)1 

完成工事補償引当金 86 109 86 － 109  

賞 与 引 当 金 417 331 417 － 331 (注)2 

役員退職慰労引当金 344 49 73 － 319  

（注）1.貸倒引当金の当期減少額その他は、一般債権の貸倒実績率による洗替額である。 

   2.賞与引当金当期繰入額は次のとおり処理している。 

            販売費及び一般管理費                  97百万円 

                                完 成 工 事 原 価                  181 

                                 未 成 工 事 支 出 金             52       

                   計                             331 

       

 (2）主な資産及び負債の内容 
  (1)資 産 の 部 

   (ｲ)現 金 預 金 
     現 金                                                           12百万円 
     預 金       

       当 座 預 金                           19 
       普 通 預 金                        9,727 
       通 知 預 金                          174 

       定 期 預 金                        2,115                        12,036      
           計                                                     12,048         
    

   (ﾛ)受 取 手 形 
    (a)相手先別内訳                                             （単位：百万円） 

相 手 先             金 額       

㈱ リ ク ル ー ト コ ス モ ス  3,426 

広 成 建 設 ㈱             888 

サ ン コ ー ㈱             871 

㈱ さ く ら 不 動 産               594 

㈱ サ ン シ テ ィ               508 

そ の 他 3,540 

計               9,829 

    
    (b)決済月別内訳                                             （単位：百万円） 

決 済 月             金 額       

  平成１５年   ４月 満   期                 1,998 

               ５月 満   期                 2,610 

               ６月 満   期                 1,189 

               ７月 満   期     1,955 

               ８月 満   期                   242 

               ９月 満   期                 1,833 

             １０月 以降満期 0 

計               9,829 

 

  



 

－ 68 － 
 

  (ﾊ)完成工事未収入金 
   (a)相手先別内訳                                         （単位：百万円） 

相  手  先             金 額       

台 湾 高 速 鉄 路 (股 )公 司             3,847 

ホ ン ダ 開 発 ㈱             1,875 

日本道路公団 静岡建設 局             1,563 

国土交通省 近畿地方整備局             1,132 

帝 都 高 速 交 通 営 団             1,086 

そ の 他 25,843 

計              35,349 

 
    (b)滞 留 状 況 

    平成１４年３月以前計上額                      751 百万円 
        平成１５年３月計上額                       34,597     
                         計                       35,349        

 

    (ﾆ)未成工事支出金                                  （単位：百万円） 

期 首 残 高 当 期 支 出 額 完成工事原価への振替額 期 末 残 高 

33,453 123,467 126,945 29,975 

        

 期末残高の内訳は次のとおりである。 

                       材 料 費                        7,755 百万円 

                       労 務 費                          859  

                       外 注 費                       16,156  

                       経  費                        5,204      

               計                              29,975            

 

 

  (2)負 債 の 部 

   (ｲ)支 払 手 形 

  (a)相手先別内訳                                            （単位：百万円） 

相 手 先             金 額         

進 和 機 工 ㈱              719 

㈱ 熊 谷 組               334 

鹿 島 建 設 ㈱               268 

ティーシートレーディング㈱               261 

㈱ 間 組 172 

そ の 他            11,298 

計               13,054 

    

    (b)決済月別内訳                                             （単位：百万円） 

決  済  月             金 額         

  平成１５年   ４月 満   期                 3,233 

               ５月 満   期                 3,136 

               ６月 満   期                 3,013 

               ７月 満 期     3,653 

               ８月 以降満期               18 

計               13,054 

 



 

－ 69 － 
 

 

   (ﾛ)工事未払金                                              （単位：百万円） 

相 手 先             金 額         

 ㈱ 大 林 組                 752 

 鹿 島 建 設 ㈱  686 

 大 日 本 土 木 ㈱  435 

 佐 藤 工 業 ㈱                 351 

 大 成 建 設 ㈱                 316 

 そ の 他   17,607 

計               20,150 

 

  (ﾊ)短期借入金                                                    （単位：百万円） 

使 途 借  入  先 金    額  

  運 

 

 

 

 

   転 

 

 

 

 

   資 

 

 

 

 

   金 

㈱ 三 井 住 友 銀 行 

㈱ Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 

㈱みずほコーポレート銀行 

㈱ 東 京 三 菱 銀 行 

㈱ 三 重 銀 行 

農 林 中 央 金 庫 

㈱ 伊 予 銀 行 

㈱ 山 口 銀 行 

㈱ 群 馬 銀 行 

住 友 信 託 銀 行 ㈱ 

㈱ 紀 陽 銀 行 

㈱ 阿 波 銀 行 

㈱ 岩 手 銀 行 

㈱ 静 岡 銀 行 

㈱ 第 四 銀 行 

㈱ あ お ぞ ら 銀 行 

㈱ 千 葉 銀 行 

㈱ 福 岡 シ テ ｲ 銀 行 

㈱ 東 京 都 民 銀 行 

㈱ 富 山 第 一 銀 行 

      5,600 

      3,420 

      2,400 

      1,650 

1,600 

1,200 

      900 

        700 

        400 

        350 

        340 

        320 

        300 

        300 

        280 

        250 

        200 

        200 

        50 

        40 

       

 計      20,500  

 

  (ﾆ)未成工事受入金                                                                 （単位：百万円） 

期 首 残 高 当 期 受 入 額 完成工事高への振替額 期 末 残 高 

26,204 131,745 135,415 22,534 

 
  (ﾎ)預り金                                              （単位：百万円） 

区        分 金 額         

共 同 企 業 体 出 資 金              2,518 

仮 受 消 費 税              2,551 

そ の 他                582 

計 5,651 
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  (ﾍ)退職給付引当金                                        （単位：百万円） 

区        分 金 額         

退 職 給 付 債 務         24,728 

年 金 資 産 △7,285 

未認識数理計算上の差異   △4,866 

未 認 識 過 去 勤 務 債 務    493 

計 13,069 

 

(3)その他 

    特記事項なし。 
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第６ 提出会社の株式事務の概要 
 

決 算 期 ３月３１日 定 時 株 主 総 会 ６ 月 中 

株主名簿閉鎖の期間 ４月 １日～４月３０日 基 準 日 定めなし 

中間配当基準日 定めなし 
株 券 の 種 類 

100株券､500株券､1,000株券､5,000株券､

10,000株券｡但し､100株未満について株数

表示の株券を発行することができる｡ １単元の株式数 １，０００株 

取 扱 場 所  東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番4号 日本証券代行株式会社 

代 理 人  東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番4号 日本証券代行株式会社 

取 次 所  同上全国支店 
株 式 の 名 義書 換 え 

名 義 書 換 手 数 料 無 料 新券交付手数料 

喪失による再発行､不所
持株券の発行請求による
場合は新券1枚につき50
円｡ 前記以外の場合無
料｡ 

取 扱 場 所  東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番4号 日本証券代行株式会社 

代 理 人  東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番4号 日本証券代行株式会社 

取 次 所  同上全国支店 
単元未満株式の買取り 

買 取 手 数 料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公 告 掲 載 新 聞 名  東京都において発行する日本経済新聞 

株 主 に 対 する 特 典  なし 

（注）1.株券喪失登録 

取扱場所 東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番4号 
 日本証券代行株式会社 
代理人 東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番4号 
 日本証券代行株式会社 
取次所 日本証券代行株式会社 本店および支店 
申請手数料 株券喪失登録申請料 申請１件につき 8,000円 
 株券登録料 株券１枚につき 110円 
新株交付手数料 1枚につき100円 

  平成15年4月1日適用 

 

2.単元未満株式の買増 

取扱場所 東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番4号 
 日本証券代行株式会社 
代理人 東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番4号 
 日本証券代行株式会社 
取次所 日本証券代行株式会社 本店および支店 
買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料として別途定める金額 
受付停止期間 当社基準日の12営業日前から基準日まで 

     平成15年6月26日開催の定時株主総会決議をもって、単元未満株式の買増請求ができる旨、定款を変更いた

しました。 

 

      3.決算公告については、当社ホームページ上に貸借対照表及び損益計算書を掲載しております。 

    （ホームページアドレス http://www.daiho.co.jp） 
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第７ 提出会社の参考情報 
 

 当事業年度の開始日から本有価証券報告書提出日までの間において、関東財務局長に提出した証券取引法第２５条

第１項各号に掲げる書類は、次のとおりである。 

 

    １．臨時報告書 
(企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項

第9号(代表取締役の異動)に基づく臨時報告書) 
平成１４年 ５月 ８日提出 

 

  事業年度    自 平成１３年４月 １日  

 
    ２．有価証券報告書 

        及びその添付書類 
 （第５３期）        至 平成１４年３月３１日  

 

平成１４年 ６月２７日提出 

 

         自 平成１４年４月 １日  

 （第５４期中）     ３．半期報告書 

                至 平成１４年９月３０日  

 

平成１４年１２月１３日提出 

 

 自 平成１４年 ６月２７日      ４．自己株券買付状況 
    報告書  至 平成１４年 ６月３０日  

平成１４年 ９月２６日提出 

 
 自 平成１４年 ７月 １日  

 
 至 平成１４年 ７月３１日  

平成１４年 ９月２６日提出 

 
 自 平成１４年 ８月 １日  

 
 至 平成１４年 ８月３１日  

平成１４年 ９月２６日提出 

 
 自 平成１４年 ９月 １日  

 
 至 平成１４年 ９月３０日  

平成１４年１０月 ４日提出 

 
 自 平成１４年１０月 １日  

 
 至 平成１４年１０月３１日  

平成１４年１１月２６日提出 

 
 自 平成１４年１１月 １日  

 
 至 平成１４年１１月３０日  

平成１４年１２月 ５日提出 

 
 自 平成１４年１２月 １日  

 
 至 平成１４年１２月３１日  

平成１５年 １月１４日提出 

 
 自 平成１５年 １月 １日  

 
 至 平成１５年 １月３１日  

平成１５年 ２月１４日提出 

 
 自 平成１５年 ２月 １日  

 
 至 平成１５年 ２月２８日  

平成１５年 ３月１３日提出 

 
 自 平成１５年 ３月 １日  

 
 至 平成１５年 ３月３１日  

平成１５年 ４月１５日提出 

 
 自 平成１５年 ４月 １日  

 
 至 平成１５年 ４月３０日  

平成１５年 ５月１４日提出 

 
 自 平成１５年 ５月 １日  

 
 至 平成１５年 ５月３１日  

平成１５年 ６月１２日提出 
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第二部 提出会社の保証会社等の情報 
 
 

 

 

                 該当事項なし。 


